
※は数値が低い方が良くなる指標です。

（注）防災拠点となる公共施設等･･･災害応急対策の実施拠点となる庁舎や消防署、避難場所・避難所となる学校施設や
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 公民館、災害時の医療拠点となる病院や診療所、災害時に配慮が必要となる社会福祉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 施設等

119番通報から病院が受け入れるまでに要した
時間の平均は､全国36位まで上がり､全国平均
との差も年々小さくなっています｡

避難所に指定されている学校が災害時に利用
可能な通信設備を保有する割合は､順調に伸び
ており､全国平均を上回っています｡

全世帯に占める自主防災組織が活動範囲とし
ている地域の世帯数の割合は､平成30年に全
国平均を上回りましたが､令和2年は若干下回っ
ています｡

災害時に防災拠点となる公共施設等の耐震化
率は､全国平均を下回っているものの､順調に
伸びています｡

Ⅲ 愉しむ「都」をつくる

６．「安全安心な地域」づくり

１．現状分析

【担当部局等】
危機管理監、県土マネジメント部、政策
統括官

公立学校(小中学校､高等学校､特別支援学校､
幼稚園)の耐震化率は､順調に伸びており､全国
平均との差も年々小さくなっています｡
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(2014)
H26年度

2.77

(2024)
R6年度

3.00

目標値

(2020)
R2年度

2.90

実績値

10

(37)
知事公室
消防救急課長
大澤 和重

坊 6.｢安全安心な地域｣づくり

２．各テーマの「目指す姿」達成に向けた進捗状況

CC（チーフコーディネーター）

テーマ (37) 消防学校教育の充実､県内消防組織への支援

目指す姿
令和6年度までに地域防災に対する県民の満足度(地
震､台風､火災などへの対策がしっかりしていること)を
3.00ﾎﾟｲﾝﾄにします｡

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
▲ 0.02

↘2.91 2.89 ↗
0.01

(ﾎﾟｲﾝﾄ)

2.90

基準値

年目

56.5%

17.3

6

直近の指標の動き

進
捗
状
況

20.1

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

平成26年度と比較して満足度は上昇しているもの
の､近年は横ばいで推移しています｡なお進捗率
は56.5%と順調に進捗しています｡

指
標

119番通報から病院が受け入れるまでに要した時間
は､救急隊が患者を搬送する際に使用する奈良県救
急医療管制ｼｽﾃﾑ(e-MATCH)の効果的な運用により
令和2年度は平成27年度に比べて3分短縮し全国平
均との差も縮まっています｡そのことが満足度の上昇
に寄与していると考えられます｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

地域防災に対する県民の満足度
(地震､台風､火災などへの対策がしっかりしていること)(ﾎﾟｲﾝﾄ)

↗
(ﾎﾟｲﾝﾄ)
0.13

進捗率
（傾向）

｢奈良県救急搬送及び医療連携協議会｣における
救急搬送ﾙｰﾙの改善や｢奈良県ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ協
議会｣による救急業務の高度化などの取組により､
消防と医療機関の連携体制の強化を図っていま
す｡

20.2

(2019)

指標の動き関係する指標

19.9 ↗
0.1

ﾎﾟｲﾝﾄ

主な取組

消防職員に占める
救急救命士の割合(%)

救急搬送の改善

(2020)
H29年 H30年 R1年
(2017)

R2年
(2018)

↗
0.2

ﾎﾟｲﾝﾄ
▲ 2.9
↘

ﾎﾟｲﾝﾄ

2.92 2.90 2.93 2.97 2.96 2.96 2.97 

2.77 
2.83 2.83 

2.93 2.91 2.89 2.90 
3.00 

2.00

2.50

3.00

3.50

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R6

（目標）
満足度平均 満足度

県民ｱﾝｹｰﾄ調査

(年度)

(ﾎﾟｲﾝﾄ)

（注）５段階評価

地域防災に対する県民の満足度

(地震､台風､火災などへの対策がしっかりしていること)

(注)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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CC（チーフコーディネーター） (40)､(41)防災統括室長 中野 順平

目
指
す
姿

奈良県で災害が起きても､犠牲者を出
さないようにします｡

進
捗
状
況

･国の基本計画の見直しや､近年の災害の経験と教訓､奈良県緊
急防災大綱などの本県の取組を踏まえた現行計画の見直しを行
い､第2期奈良県国土強靱化地域計画を策定しました｡
･令和2年6月に新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策に関する留意事項を取
りまとめた｢新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に備えた避難所運営に係るｶﾞｲ
ﾄﾞﾗｲﾝ｣を作成し､市町村へ配付しました｡
･県内3ｶ所に防災備蓄倉庫を設置しました｡また､避難所における
感染症予防のためのﾏｽｸや手指消毒液等の物資を備蓄しました｡
･災害時に災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱを県内外から受け入れ､被災者支援が円
滑に行われる仕組みづくりに向け､災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ受援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
による市町村の災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ設置､運営ﾏﾆｭｱﾙ策定への支
援等を実施しました｡
･市町村が行う避難行動要支援者に対する個別避難計画の作成
について､他県の自治体による先進的な取組の事例を収集しまし
た｡
･防災上対策が必要なため池について､耐震調査や老朽ため池の
改修整備を実施しました｡

坊

テーマ
(40) 奈良県緊急防災大綱の推進
(41) 災害時の避難所整備と運営の改善

CC（チーフコーディネーター） (39)県土ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部次長 伊藤 誠記

目
指
す
姿

『奈良県土砂災害対策施設整備計画』
に基づき､土砂災害対策を推進します｡

進
捗
状
況

令和2年3月に指定を完了した土砂災害特別警戒区域内にある全
避難所について､代替性の有無に関するﾋｱﾘﾝｸﾞを実施し､避難所
の移転に積極的でない市町村に対して､優良事例等を踏まえて移
転指導を行いました｡また､24時間利用の要配慮者利用施設等を
保全する対策について､市町村等から協力体制の確認が取れた9
箇所を新たに事業着手しました｡

目
指
す
姿

内水による床上･床下浸水被害の解消
を目指します｡

進
捗
状
況

100年に1度の洪水などにも耐えられる洪水対策を進めるため､市
町村と連携し奈良県平成緊急内水対策事業を推進しており､令和
2年度には､田原本町で内水対策第1号として雨水の地下貯留施
設が完成しました｡

坊

テーマ (38) 大和川直轄遊水地と流域内水遊水地の整備
CC（チーフコーディネーター） (38)河川政策官 池田 陽一

坊
テーマ (36) 大規模広域防災拠点の整備

CC（チーフコーディネーター） (36)県土ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部長 松本 健

目
指
す
姿

五條市に大規模広域防災拠点(2,000m
級滑走路付)を整備します｡
整備効果の早期発現を目的に､造成方
法や機能等を考慮し､段階的な整備方
法を検討します｡

進
捗
状
況

五條市内で整備を進めている大規模広域防災拠点について､整
備体制の強化･充実を図るため､令和2年度に｢大規模広域防災拠
点整備課｣を設置し､整備予定箇所での各種検討(現地測量､地質
調査､造成設計等)を進めました｡
また､五條市の協力を得て令和2年9月23日に五條市上野公園総
合体育館(ｼﾀﾞｰｱﾘｰﾅ)で地元説明会を開催したほか､希望のあった
6つの自治会に対して個別の説明会を開催しました｡

テーマ (39) 土砂災害対策の推進

坊
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  ＜奈良県の抱えている弱み＞

＜奈良県への向かい風＞

（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連する向かい風）

c.奈良県が被害想定区域に含ま
れる南海ﾄﾗﾌ巨大地震について､
今後30年以内にﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ8~9ｸﾗ
ｽの地震が発生する確率は
70%~80%程度と高くなっている
d.｢ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ･NPO活動に気軽に参
加できること｣に対する県民ﾆｰｽﾞ
の低下
e.高齢化､過疎化等に伴うｺﾐｭﾆﾃｨ
機能や集落機能の低下
f.紀伊半島大水害では､大規模な
土砂災害が発生し､社会資本に甚
大な被害
g.近年､1時間降水量51mm以上の
局地的豪雨の発生割合が増加

h.新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の拡大に
よる､大人数での会議､研修等に
対する自粛機運の高まり
i.新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に伴
い､発災時に県外からの災害ﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱの受入が困難

4.県南部には空からの救難･救助･
物資輸送のための活動拠点がない
5.県内の災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録者の年
齢層が高い｡
6.市町村において､避難行動要支援
者に対する個別避難計画の作成が
進んでいない
7.農業の兼業化､担い手の高齢化に
より､ため池等の農業水利施設の維
持管理が困難となってきている｡
8.中山間地域では崩壊等で道路が
通行止めになると迂回路も少なく､集
落が孤立化する懸念があり､大和平
野では市街地の増加やため池の減
少等により､保水力が低下

a.東日本大震災等により防災意
識が高まり､防災対策に対する県
民ﾆｰｽﾞは全体として高い傾向
b.災害対策基本法の改正により､
個別避難計画作成の努力義務化

３．次年度に向けた課題の明確化

≪強みで向かい風を克服する課題≫

･防災関係機関等との連携強化(2,c) 
･災害時の派遣に向けた､奈良DWAT
の平時における研修や訓練の実施
(3,h)

【重要課題】先行的保全施設への土
砂災害対策の推進(8,f) 
【重要課題】大和川総合治水対策
(貯める対策)､浸水常襲地域におけ
る減災対策､奈良県平成緊急内水
対策事業の推進(8,g) 
･若い世代の災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱを養成
(5,d,i) 
･農村集落機能の低下等による防災
上対策が必要なため池の調査や改
修整備(7,e)

･消防力の充実･強化(1,2,a) 【重要課題】輸送能力の高い固定翼
機の離発着が可能な滑走路を備え､
災害対応力強化のための教育･訓
練施設を併設した大規模広域防災
拠点の整備(4,a) 
･市町村における避難行動要支援者
に対する個別避難計画の作成推進
(6,b)

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

　６．「安全安心な地域」
　　　づくり

(36) 大規模広域防災拠点の
整備
(37) 消防学校教育の充実､
県内消防組織への支援
(38) 大和川直轄遊水地と流
域内水遊水地の整備
(39) 土砂災害対策の推進
(40) 奈良県緊急防災大綱の
推進
(41) 災害時の避難所整備と
運営の改善

≪強みで追い風を活かす課題≫ ≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

内部要因（奈良県内部の状況…ヒト・モノ・カネ等の資源や風土等）

外
部
要
因

（
奈
良
県
外
部
の
状
況
…

社
会
情
勢
の
変
化

、
制
度
改
正

、
県
民
ニ
ー

ズ
等

）

1.全国でも類を見ない規模の消防の
広域化を実現
2.消防防災ﾍﾘの活用による災害対
応力の向上
3.奈良DWAT(奈良県災害派遣福祉
ﾁｰﾑ)の創設(令和元年11月)

＜奈良県への追い風＞

＜奈良県の持っている強み＞
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≪強みで追い風を活かす課題≫

≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

≪強みで向かい風を克服する課題≫

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

令和2年度に五條市の協力を得て
地元説明会を開催したほか､整備
予定箇所での各種検討(現地測
量､地質調査､造成設計等)を進め
ました｡

大規模広域防災拠点の早期整備に向け､引
き続き各種調査･検討を進めるとともに､国の
｢南海ﾄﾗﾌ地震における具体的な応急対策活
動に関する計画｣への位置付けを図り､緊急
防災･減災事業債の適用が確定するよう要望
活動を継続します｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

先行的保全施設への土
砂災害対策の推進(ﾃｰﾏ
(39))

内水による床上･床下浸水被害の
解消に向け市町村との連携によ
り､各支川に必要な貯留施設等の
整備を行う｢奈良県平成緊急内水
対策事業｣を推進しており､令和3年
3月末に田原本町社会福祉協議会
駐車場他地下貯留施設が完成し
ました｡

大和川総合治水対策(貯
める対策)､浸水常襲地
域における減災対策､奈
良県平成緊急内水対策
事業の推進(ﾃｰﾏ(38))

消防力の充実･強化(ﾃｰ
ﾏ(37))

平成26年4月に奈良県広域消防組
合を設立すると共に､通信指令ｾﾝ
ﾀｰの一元化を実現しました｡
平成29年度から奈良市と生駒市共
同での通信指令ｾﾝﾀｰの運用を開
始しました｡

引き続き､県域全体での通信指令ｾﾝﾀｰの協
同運用に向けた助言･指導を行うと共に､消
防本部間の連携･協力の推進に必要な消防
用車両や消防設備の整備に対する支援を行
います｡
また奈良県広域消防組合のｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ強化(業
務･管理･財務)を支援します｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

４．重要課題等に対するこれまでの評価、取組及びそれらを踏まえた今後の取組方針

引き続き､市町村と連携し､貯留施設整備を
推進し､令和3年度には､新たに3箇所で事業
化します｡また､事業進捗のため､大和川の｢
特定都市河川｣指定を国に要望します｡

防災関係機関等との連
携強化(ﾃｰﾏ(40))

防災関係機関相互の連携強化等
を目的とし､毎年市町村と共催で防
災総合訓練等を実施しました｡

関係機関との連携強化のため､より実践的な
訓練となるよう工夫しながら､今後も引き続き
実施します｡

｢奈良県土砂災害対策施設整備計
画｣を策定した令和元年10月以降､
避難所の移転指導を行いながら計
23箇所の保全対策について事業
着手しました｡

引き続き､｢奈良県土砂災害対策施設整備計
画｣に基づき､避難が困難な｢24時間利用の
要配慮者利用施設｣や､安全の確保が必要な
｢避難所｣を保全する土砂災害対策を推進し
ていきます｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

輸送能力の高い固定翼
機の離発着が可能な滑
走路を備え､災害対応力
強化のための教育･訓
練施設を併設した大規
模広域防災拠点の整備
(ﾃｰﾏ(36))
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※は数値が低い方が良くなる指標です。

1人1日当たりごみ排出量は減少傾向にあり､令
和元年度は905gで､全国平均より少なくなって
います｡

Ⅲ 愉しむ「都」をつくる

７．「きれいな奈良県」づくり

１．現状分析

【担当部局等】
水循環・森林・景観環境部、県土マネジ
メント部、地域デザイン推進局

自然公園1ha当たり利用人数は､200人から230
人の間で推移しており､全国平均を上回ってい
ます｡

一般廃棄物のﾘｻｲｸﾙ率は､平成26年度以降一
定の割合を保っているものの､全国平均よりも
低くなっています｡

下水道整備及び合併処理浄化槽設置促進によ
り､汚水処理人口普及率は概ね上昇していま
す｡

都市計画区域内人口1人当たりの都市公園面
積は､H28年度に13㎡を超え､徐々に増加傾向
にあります｡

9.8 
10.7 

12.0

（25位）

13.8

（24位）

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

都市公園等整備現況調査

(国土交通省)

(年度)

(㎡) 都市計画区域内人口1人当たりの都市公園面積

149 
162 

223 

(15位)
208 

(17位)

100

150

200

250

300

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

環境省調べ

(年)

(人) 自然公園1ha当たり利用人数

87.6 

91.7 

85.5 

(19位)

89.3

（19位）

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

国土交通省調べ

(年度)

(%) 汚水処理人口普及率

20.6 19.6

13.5

(45位)

16.2

（30位）

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

一般廃棄物処理実態調査(環境省)

(年度)

(%) 一般廃棄物のﾘｻｲｸﾙ率

976

918

920

(10位)
905

（16位）
800

850

900

950

1,000

1,050

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

一般廃棄物処理実態調査(環境省)

(年度)

(g/人･日) 1人1日当たりごみ排出量※

49.4

49.1

51.9
44.1

55.8

都市計画区域内人口1人当

たりの都市公園面積

㉓ 25位→① 24位

自然公園1ha当たり利用人数

㉓ 15位→㉚ 17位

汚水処理人口普及率

㉓ 19位→① 19位

一般廃棄物のﾘｻｲｸﾙ率

㉓ 45位→① 30位

1人1日当たりごみ排出量※

㉓ 10位→① 16位
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3

66

54

基準値

年目
(2023)

R5年度

66

目標値

(2020)

R2年度

60

実績値

(2014)

H26年度

48
計
画

進捗率
（傾向）
66.7%

→ 51 ↗

→ 60

(42)
水環境･森林･景観環境部
環境政策課長
大東 宏幸

坊 7.｢きれいな奈良県｣づくり

２．各テーマの「目指す姿」達成に向けた進捗状況

CC（チーフコーディネーター）

テーマ (42) なら四季彩の庭づくりの推進

目指す姿
令和5年度までに奈良県植栽計画のｴﾘｱ数を66ｴﾘｱに
増やし､全ｴﾘｱにおいて事業着手します｡

59

6

直近の指標の動き

進
捗
状
況

51

R2年度R1年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年度の新規追加ｴﾘｱはありませんでしたが､
計画ｴﾘｱ60ｴﾘｱの内､新たに3ｴﾘｱにおいて事業を
着手したため､着手ｴﾘｱは54ｴﾘｱとなり､進捗率は
60%となりました｡

指
標

令和2年度は､令和元年度に追加した新規ｴﾘｱでの
事業が進捗したため､着手ｴﾘｱが増加しました｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

奈良県植栽計画のｴﾘｱ数･着手ｴﾘｱ数[累計](ｴﾘｱ)

↗

(ｴﾘｱ)

12

9

(ｴﾘｱ)

関係する指標

55

43 ↗
3
件

↗

主な取組

市町村等に対する植
栽整備補助金交付件
数[累計](件)

奈良県植栽計画(｢
なら四季彩の庭｣づ
くり)の推進

奈良県植栽計画(｢
なら四季彩の庭｣づ
くり)の普及･啓発

ｼﾝﾎﾞﾙﾏｰｸﾌﾟﾚｰﾄ設置
ｶ所数[累計](ｶ所)

H29年度

R2年度

H30年度

R1年度

5136

(2017)

(2020)

R2年度

H29年度

(2018)

(2019)

｢なら四季彩の庭｣づくりが全県的な取り組みとして普
及することを目的に､奈良県生活衛生同業組合8団
体と『｢なら四季彩の庭｣づくりの推進等に関する連携
と協力に関する協定』を令和2年11月に締結しまし
た｡

(2020)

｢なら四季彩の庭｣づくりを全県的な運動として推
進するため､令和2年度に市町村や県民等への技
術支援を目的としたｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ制度を創設しまし
た｡

(2019)

44

(2018)(2017)

↗
8
件

↗
4

ｶ所

5
↗
件

↗
8

ｶ所
7

ｶ所
H30年度

R1年度

54

18 R2年度 R5年度 6
年目

(ｴﾘｱ) (2020) (2023) 9

4
R1年度

0
R2年度

(ｴﾘｱ) (ｴﾘｱ)

60.0%

指標の動き

(ｴﾘｱ)

着
手

51

56

(2014)

H26年度

36

H30年度

H30年度

↗計
画

↗ 54
着
手

60

0

48
51

54 54
56

60 60 66

36 37

45

50 51 51
54

66

20

30

40

50

60

70

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R5

(目標)
全エリア数

着手エリア数
環境政策課調べ

(年度)

(ｴﾘｱ)奈良県植栽計画のｴﾘｱ数･着手ｴﾘｱ数[累計]

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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※は数値が低い方が良くなる指標です。

(2019)

市町村の下水道整備計画に基づき､大和川流域の
下水道普及率の向上を図るとともに､下水道接続促
進員による戸別訪問を実施する市町村に対し支援を
行い､下水道接続率の向上を図っています｡

↗
▲ 983

基

↗
4
件

▲ 1,595

↗
基

↗
2
件

2
件

H30年度

(2019)

下水道への接続促
進

流域下水道負荷軽減
等推進事業補助金交
付件数[累計](件)

H28年度

R2年度

H29年度

R1年度

12

H30年度

8

(2016)

(2020)

R1年度

H29年度

(2017)

進捗率
（傾向）

水質改善が進んでいない支川毎に設置した部会
で策定した実践計画に基づき､企業･団体､市町村
等が連携･協働し､流域の浄化槽設置世帯に対す
る出前講座等の啓発活動や河川美化活動など､
水質改善やきれいな水辺空間づくりに取り組みま
した｡またｼﾞｬｰﾅﾙにより､多様な主体による実践活
動等を情報発信することで普及啓発を推進しまし
た｡

68,744

(2018)

10

(2018)

指標の動き関係する指標

16

71,374 ↗
▲ 1,647

基

↗

主な取組

単独浄化槽設置基数
※(基)

合併浄化槽への転
換促進

66.4%

67,149

6

直近の指標の動き

進
捗
状
況

70,391

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

大和川(支川含む)の水質BODにかかる環境基準
達成率は､令和元年度は90.5%でしたが令和2年度
は95.2%になり､進捗率は66.4%になりました｡

指
標

大和川(支川含む)の水質BODにかかる環境基準達
成率は､汚水処理施設整備の促進､大和川の水質の
見える化による県民意識の醸成が進んだことなどに
より､令和2年度の環境基準の達成地点数は20とな
り､令和元年度の19から1増加しました｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

大和川(支川含む)の水質BODにかかる環境基準達成率(%)

↗
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

9.5
7

(2017)

(43)
県土ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部
河川政策官
池田 陽一

坊 7.｢きれいな奈良県｣づくり CC（チーフコーディネーター）

テーマ (43) 大和川のきれい化

目指す姿
平成30年度以降は大和川(支川含む)の水質BODにか
かる環境基準達成率100%を維持します｡

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
▲ 9.5

↘100.0 90.5 ↗
4.7

(ﾎﾟｲﾝﾄ)

95.2

基準値

年目
(2014)

H26年度

85.7

(2021)
R3年度

100

目標値

(2020)
R2年度

95.2

実績値

85.7
90.5 90.5 90.5

100.0
90.5

95.2
100.0

87.5 87.7 88.8 89.4 89.9 89.3

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

(目標)
BOD環境基準達成率

汚水処理人口普及率 国土交通省･環境政策課調べ

(年度)

(%)

汚水処理人口普及率と

大和川(支川含む)の水質BOD環境基準達成率
(注)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組

（注）環境基準達成率

＝環境基準達成地点数／大和川環境基準点21地点
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※は数値が低い方が良くなる指標です。

県民､事業者､市町村職員等を対象に､ﾌﾟﾗｽﾁｯｸごみ
対策ｾﾐﾅｰを開催し､閣議決定された｢ﾌﾟﾗｽﾁｯｸに係る
資源循環の促進等に関する法律案｣等について､啓
発を図りました｡

↘
▲ 2

市町村

↘
10
件

1
↗

市町村

↗
▲ 27

件
17
件

H30
ﾎﾟｲ捨て､不法投棄
の撲滅

不法投棄等に係る通
報件数※(件)

H29年

R2

H30年

R1

78

R1年

88

(2017)

(2020)

R2年

H29

(2018)

(2019)

県内河川において､ごみの性状等を調べた結果､
ごみの組成でﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類が44%を占め､そのﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ類の内訳は､食器容器が34%､ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙが32%､
ﾚｼﾞ袋が12%､その他ﾌﾟﾗｽﾁｯｸが22%でした｡この調
査結果をもとにﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成し､啓発を図りまし
た｡

22

(2019)

61

(2018)

指標の動き関係する指標

88

25 ↘
▲ 1

市町村

↘

主な取組

ごみ減量化等啓発行
事の実施市町村数
(市町村)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸごみ対策
の推進

(2020)

23

4

直近の指標の動き

進
捗
状
況

23

R1年度H30年度H29年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

一般廃棄物のﾘｻｲｸﾙ率は､基準値である平成27
年度の15.5%から0.7ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し､令和元年度は
16.2%となりました｡全国順位は､平成27年度の40
位から令和元年度は30位となりました｡進捗率は
9.3%となっています｡なお､直近3年間の状況はほ
ぼ横ばいです｡

指
標

環境ｲﾍﾞﾝﾄ等での買い物袋の持参等の啓発や､市町
村間で好事例を共有するﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催等により､
ごみの減量化やﾘｻｲｸﾙ促進の取組を進めた結果､一
般廃棄物のﾘｻｲｸﾙ率は上昇しましたが､紙ごみ､ﾍﾟｯﾄ
ﾎﾞﾄﾙのﾘｻｲｸﾙは既に高水準で行われており､近年は
全国的にﾘｻｲｸﾙ率が伸び悩んでいます｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

一般廃棄物のﾘｻｲｸﾙ率(%)

↗
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

0.7

進捗率
（傾向）

(2017)

(44)
水環境･森林･景観環境部
廃棄物対策課長
辻岡 好文

坊 7.｢きれいな奈良県｣づくり CC（チーフコーディネーター）

テーマ (44) ﾌﾟﾗｽﾁｯｸごみの削減

目指す姿
令和4年度までに一般廃棄物の県全体のﾘｻｲｸﾙ率を
23.0%にします｡

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
0.0

→16.3 16.3 ↘
▲ 0.1
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

16.2

基準値

年目

9.3%

※令和2年度の数値がないため、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に
　よる影響は反映できておりません。

(2015)
H27年度

15.5

(2022)
R4年度

23.0

目標値

(2019)
R1年度

16.2

実績値

7

20.4 20.3 20.2 19.9 19.6

15.5

(40位)
15.2

(42位)

16.3

(32位)

16.3

(32位)
16.2

（30位）

23.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

H27 H28 H29 H30 R1 R4

（目標）

一般廃棄物のﾘｻｲｸﾙ率

一般廃棄物処理実態調査

(環境省)

(年度)

(%)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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(2014)
H26年度

926

(2024)
R6年度

1,200

目標値

(2020)
R2年度

1,115

実績値

10

(2017)

(45)
地域ﾃﾞｻﾞｲﾝ推進局
公園緑地課長
竹林 義之

坊 7.｢きれいな奈良県｣づくり CC（チーフコーディネーター）

テーマ (45) 馬見丘陵公園の整備

目指す姿
令和6年度までに馬見丘陵公園来園者数を年間120万
人にします｡

(千人)
137

↗975 1,112 ↗
3

(千人)

1,115

基準値

年目

69.0%

49

6

直近の指標の動き

進
捗
状
況

40

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年度の年間来園者数は111.5万人となり､平
成26年度の92.6万人より18.9万人増加し､進捗率
は69.0%と順調に進捗しています｡

指
標

やまと花ごよみｲﾍﾞﾝﾄを始めとした季節ごとのｲﾍﾞﾝﾄ
開催や､季節の花々の植栽により美しい景観ﾊﾟﾉﾗﾏ
を創出するなど､来園者のﾆｰｽﾞに合わせて公園の魅
力を高めたことにより､令和2年度は､やまと花ごよみ
ｲﾍﾞﾝﾄでの飲食店の縮小､草花撮影ｴﾘｱの制限など
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に対応したｲﾍﾞﾝﾄへと転換した
にも関わらず､令和元年度より来園者数が増加しまし
た｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

馬見丘陵公園来園者数(千人)

↗
(千人)
189

進捗率
（傾向）

北ｴﾘｱに多目的広場(臨時駐車場)の整備を行い､
来園者のために利便性の向上を行いました｡

(2017)

47

(2019)

9

(2018)

500,000

(2018)

指標の動き関係する指標

(2019)

590,000

(2020)

500,000

9

43 ↗
7
人

↘

主な取組

花緑ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録者
数(人)

魅力向上のための
植栽の充実

(2020)

魅力向上のための
植栽の充実

県民協働花壇登録ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ(団体)

H29年度

R2年度

R2年度H30年度

H30年度

R1年度

R1年度
↗

40,000

5

540,000

R1年度

8

(2017)

(2020)

R2年度

H29年度

H29年度
魅力向上のための
植栽の充実

ﾁｭｰﾘｯﾌﾟを含む春の
花々の株数(株)

(2018)

(2019)

令和2年の夏には､園内移動支援として電動ｶｰﾄを運
行し､園内の利用環境を整備しました｡

株

↘
▲ 3
人

↗
4

団体

↗
50,000

株

2
↗
人

↗
1

団体

→
0

▲ 4
団体

H30年度

株

926

1,017 1,016 1,021

975

1,112 1,115

1,200

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R6

（目標）

馬見丘陵公園来園者数

公園緑地課調べ

(年度)

(千人)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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(2019)

↗
1

ｴﾘｱ

→
0

箇所

3
↗
ｴﾘｱ

→
0

箇所
0

箇所
H30年度

(2020)

遊歩道の整備
水辺の遊歩道整備事
業の完了箇所数[累
計](箇所)

H29年度

R2年度

H30年度

R1年度

11

R1年度

11

(2017)

(2020)

R2年度

H29年度

(2018)

進捗率
（傾向）

遊歩環境の改善を図るため､富雄川沿いにおいて
遊歩道や花壇の整備を進めています｡また､花壇
の整備箇所に､奈良県植栽計画や地元団体の取
組をPRするｼﾝﾎﾞﾙﾏｰｸﾌﾟﾚｰﾄを設置しました｡

51

(2019)

11

(2018)

指標の動き関係する指標

11

50 →
0

ｴﾘｱ

→

主な取組

植栽計画着手ｴﾘｱ数
[累計](ｴﾘｱ)

奈良県植栽計画(な
ら四季彩の庭づく
り)の推進

基準値を6団体
下回りました

54

6

直近の指標の動き

進
捗
状
況

51

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

地域の河川ｻﾎﾟｰﾄ事業の参加団体数は令和元年
度まで178団体と横ばい傾向で推移していました
が､令和2年度は170団体に減少しました｡

指
標

新規の加入団体はありましたが､高齢化等で活動を
止める団体もあり､全体として件数は減少しました｡参
加団体の募集案内について､県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへの掲載
及びﾁﾗｼ等により周知しました｡また､｢きれいに暮ら
す奈良県ｽﾀｲﾙ｣実践団体へ働きかけを行うなど､参
加を促進しています｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

地域の河川ｻﾎﾟｰﾄ事業参加団体数(団体)

↘
(団体)
▲ 6

10

(2017)

(46)
県土ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部
河川政策官
池田 陽一

坊 7.｢きれいな奈良県｣づくり CC（チーフコーディネーター）

テーマ (46) きれいな川辺づくり､遊歩環境の改善

目指す姿
令和6年度までに､地域の河川ｻﾎﾟｰﾄ事業の参加団体
を197団体にします｡

(団体)
0

→178 178 ↘
▲ 8

(団体)

170

基準値

年目
(2014)

H26年度

176

(2024)
R6年度

197

目標値

(2020)
R2年度

170

実績値

176
179

176

181
178 178

170

197

160

170

180

190

200

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R6

（目標）

地域の河川ｻﾎﾟｰﾄ事業参加団体数

水資源政策課調べ

(年度)

(団体)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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７．「きれいな奈良県」づくり

目
指
す
姿

進
捗
状
況

目標の全19kmにおいて事業着手済みであり､うち約
5km(奈良橿原線､三輪山線等)で電線共同溝の工事
に着手しています｡

令和元年10月から今後5ｶ年で県管理道路の約19km
の無電柱化の事業に着手(事業中の箇所を含む)し
ます｡

坊
テーマ (47) 道路の無電柱化

CC（チーフコーディネーター） (47)道路政策官 六車 憲雄
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  ＜奈良県の抱えている弱み＞

＜奈良県への向かい風＞
g.高齢化の進展によりﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活
動の担い手が減少
h.公園利用者の高齢化
i.無電柱化事業関係者間での連
携不足

6.大和川を支川別に見ると水質改善
が進んでない河川が存在
7.汚水処理が進みにくい山間部が多
い
8.ごみのﾘｻｲｸﾙ率が低い
9.馬見丘陵公園内での休憩施設の
不足
10.河川沿いに雑草や雑木が生い
茂っているなど､景観的に魅力が乏
しい箇所がある
11.電線共同溝を整備できる十分な
空間のある道路が少ない

a.下水道整備及び合併処理浄化
槽の設置促進により､汚水処理人
口普及率が概ね上昇
b.環境､ごみ問題に対する社会的
関心の高まり
c.SNSの広がりに伴う写真撮影･
発信意欲の高まり
d.水辺に親しめる親水空間の整
備に対する期待
e.無電柱化事業に対する国予算
の重点化
f.健康意識の向上

３．次年度に向けた課題の明確化

≪強みで向かい風を克服する課題≫

【重要課題】無電柱化事業関係者間
での連携強化(5,i)

【重要課題】馬見丘陵公園内の休憩
ｽﾍﾟｰｽの創出(9,h) 
･地域社会における河川美化活動の
促進(10,g) 
･限られた空間の有効活用(11,i)

【重要課題】｢なら四季彩の庭｣づくり
の推進(1,2,3,4,c,d) 
【重要課題】｢きれいに暮らす奈良県
ｽﾀｲﾙ｣推進協議会で策定した行動
計画に掲げる｢大和川のきれい化｣｢
循環型の生活ｽﾀｲﾙ｣の実践活動の
促進(4,a,b) 
･魅力的な景観ﾊﾟﾉﾗﾏの創出(1,2,3,c) 
･｢奈良県無電柱化推進計画｣に基づ
き､無電柱化重点対象道路の無電柱
化の推進を加速(5,e)

【重要課題】家庭での生活排水対策
(6,7,a) 
【重要課題】一般廃棄物の減量化･
再生利用の推進(8,b) 
･緑道ﾘﾆｭｰｱﾙ(9,c,f) 
【重要課題】増え続ける電柱の抑制
(11,e)

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

  ７．「きれいな奈良県」
      づくり

(42) なら四季彩の庭づくりの
推進
(43) 大和川のきれい化
(44) ﾌﾟﾗｽﾁｯｸごみの削減
(45) 馬見丘陵公園の整備
(46) きれいな川辺づくり､遊
歩環境の改善
(47) 道路の無電柱化

≪強みで追い風を活かす課題≫ ≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

内部要因（奈良県内部の状況…ヒト・モノ・カネ等の資源や風土等）

外
部
要
因

（
奈
良
県
外
部
の
状
況
…

社
会
情
勢
の
変
化

、
制
度
改
正

、
県
民
ニ
ー

ズ
等

）

1.我が国有数の歴史文化遺産と良
好な自然環境
2.平成24年度に奈良県植栽景観整
備方針を策定
3.平成25年度に奈良県植栽計画(｢な
ら四季彩の庭｣づくり)を策定
4.｢きれいに暮らす奈良県ｽﾀｲﾙ｣推
進協議会による企業･団体･市町村
との連携･協働
5.今後の無電柱化の基本的な方針､
目標､施策等を定めた｢奈良県無電
柱化推進計画｣を令和元年度に策定

＜奈良県への追い風＞

＜奈良県の持っている強み＞
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≪強みで追い風を活かす課題≫

≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

≪強みで向かい風を克服する課題≫

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

プラスチックごみの問題を県民に広く啓発し、削減
につなげるため、プラごみ削減アイデア募集や啓
発イベント開催による周知・啓発を行います。

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

馬見丘陵公園内の休憩ｽ
ﾍﾟｰｽの創出(ﾃｰﾏ(45))

広大な公園の敷地を無理なく楽しんで
頂けるよう､従来からある花見茶屋を
夏は涼しく冬は暖かい休憩ｽﾍﾟｰｽへと
改修しました｡

花の道ｽｽｷの丘ｴﾘｱ､ﾊﾅﾓﾓの丘ｴﾘｱ､ｶﾘﾖﾝの丘ｴ
ﾘｱなどで休憩施設の整備検討を行います｡

引き続き､道路改築事業とあわせた一体的な電線
共同溝の整備を進めます｡

一般廃棄物の減量化･再
生利用の推進(ﾃｰﾏ(44))

河川に捨てられたごみの実態を調査・
分析し、その結果をまとめたパンフレッ
トで市町村や関係団体と連携・協力し
て情報発信し、環境・ごみ問題の関心
を高める取組を進めました。

｢大和川のきれい化｣
奈良県の中心部を流れる大和川とその支川をき
れいにするため､多様な主体の連携･協働による
実践活動を誘発･促進します｡加えて､きれいな水
辺空間づくりを推進します｡

｢循環型の生活ｽﾀｲﾙ｣
ごみの減量化､ごみの広域･共同処理､不法投棄
の撲滅､地球温暖化防止対策等を進めるため､多
様な主体の連携･協働による実践活動等を促進
するとともに､ｼﾞｬｰﾅﾙ等で情報発信を行い､さらな
る普及･啓発を図ります｡

奈良県の随所にある豊かな自然や歴史文化遺産
などの強みを活かした庭づくりに取り組みます｡
市町村等を技術的･財政的に支援するとともに､
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞやｼﾞｬｰﾅﾙ等による普及･啓発に取り組
みます｡
また､協定締結団体等に花苗等を支給するととも
に､強みであるきれいに暮らす奈良県ｽﾀｲﾙ推進
協議会の実践団体部会との連携を深め､実践活
動の促進を支援します｡

汚水処理人口普及率は概ね上昇して
いますが､更なる下水道の普及促進を
図るとともに､山間部では普及が進み
にくい地域も多いことから､単独浄化槽
から合併浄化槽への転換を促進しま
した｡また､水質の見える化を図り､市
町村と連携し､地域の特性に応じた汚
い水を流さない生活ｽﾀｲﾙの普及を進
めました｡

引き続き下水道の普及促進や合併浄化槽への転
換を促進し､汚い水を流さない生活ｽﾀｲﾙの普及を
進めます｡さらにｼﾞｬｰﾅﾙ発行部数増､配布場所の
拡充､水質ﾏｯﾌﾟの更新などにより､県民意識の醸
成を進め､汚い水を流さない生活ｽﾀｲﾙの普及を
進めます｡

｢大和川のきれい化｣
大和川(本川･支川)の水質をﾏｯﾌﾟとし
て見える化し､県民意識の醸成を進め
ました｡水質改善が進んでいない支川
毎に設置した部会で策定した実践計
画に基づき､企業･団体､市町村等が連
携して､水質改善やきれいな水辺空間
づくりを推進しました｡

｢循環型の生活ｽﾀｲﾙ｣
ｼﾞｬｰﾅﾙやｲﾍﾞﾝﾄでの情報発信等によ
り､｢循環型の生活ｽﾀｲﾙ｣の定着を促
進しました｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

４．重要課題等に対するこれまでの評価、取組及びそれらを踏まえた今後の取組方針

｢なら四季彩の庭｣づくりの
推進(ﾃｰﾏ(42))

無電柱化事業関係者間で
の連携強化(ﾃｰﾏ(47))

奈良県無電柱化地方部会(道路管理
者､電線管理者､地方公共団体等より
構成)において､無電柱化実施箇所に
ついて協議･調整等を行いました｡

引き続き､奈良県無電柱化地方部会を活用して協
議･調整等を行います｡また､円滑な事業実施が図
れるよう､無電柱化事業関係者等で無電柱化に関
する勉強会を行います｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

｢きれいに暮らす奈良県ｽﾀ
ｲﾙ｣推進協議会で策定した
行動計画に掲げる｢大和川
のきれい化｣｢循環型の生
活ｽﾀｲﾙ｣の実践活動の促
進(ﾃｰﾏ(43,44,46))

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

家庭での生活排水対策
(ﾃｰﾏ(43))

増え続ける電柱の抑制(ﾃｰ
ﾏ(47))

道路改築事業とあわせた電線共同溝
の工事に2路線で着手しました｡また､
道路法第37条に基づき､奈良県の管
理する緊急輸送道路において､新設電
柱の占用を制限しました｡

植栽計画に位置づけた処方のうち約7
割に着手しました｡
なら四季彩の庭づくりの取り組みを全
県的に広げるため､地元団体や市町
村を対象としたｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ制度の立ち
上げや､奈良県生活衛生同業組合8団
体と｢なら四季彩の庭｣づくりの推進等
に関する協定の締結等を実施しまし
た｡
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※は数値が低い方が良くなる指標です。

人口10万人当たり交通事故発生件数は､概ね
減少傾向にあり､全国平均と比べても少なくなっ
ています｡

Ⅲ 愉しむ「都」をつくる

８．くらしやすいまちづくり

１．現状分析

【担当部局等】
知事公室、危機管理監、政策統括官、
地域デザイン推進局

全世帯に占める自主防災組織が活動範囲とし
ている地域の世帯数の割合は､平成30年に全
国平均を上回りましたが､令和2年は若干下回っ
ています｡

NPO法人の令和2年度末の認証数は516件とな
り前年度と比較して10件の減少となりました｡

まちづくりのための活動行動者率は､平成23年
度と比較して0.5ﾎﾟｲﾝﾄ低下しており､全国平均を
下回っています｡

高齢者等のための設備を備えた住宅の割合
は､全国平均の5.0ﾎﾟｲﾝﾄ程度上を推移しており､
平成25年度からは5年で1.0ﾎﾟｲﾝﾄ上昇していま
す｡
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地域の世帯数の割合

㉓ 21位→② 37位
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活動行動者率

⑱ 24位→㉘ 30位
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㉓ 29位→② 21位

人口10万人当たり

交通事故発生件数※

㉓ 14位→① 25位
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(注)令和2年度の実績値は令和3年9月にとりまとめ予定のため、指標（グラフ）には実績値が反映されていません。

指
標

(2020)
R2年度

800

の5年間
R2~R6

5,016

目標値

(49)
地域ﾃﾞｻﾞｲﾝ推進局
住まいまちづくり課長
石井 宏典

坊 8.くらしやすいまちづくり

２．各テーマの「目指す姿」達成に向けた進捗状況

CC（チーフコーディネーター）

テーマ (49) 奈良県のすまい方改善

目指す姿
令和6年度までにｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅の県内の延べ総供給
戸数を約5,000戸/5年にします｡

基準値

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅延べ総供給戸数[累計](戸)

-

89

進
捗
状
況

-

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅(県営住宅等及び住宅確保要配慮
者円滑入居賃貸住宅)について､令和2年度は供給
戸数800戸(県営住宅等の既存空家募集戸数､建
替整備戸数､民間住宅の住宅確保要配慮者円滑
入居賃貸住宅の登録戸数)を目標にしています｡

桜井県営住宅第1期建替工事(89戸)が令和3年2月に
完成したことに加え､ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅の供給戸数を増
やすため､県営住宅等の既存空家を修繕して入居者
を募集し､また､民間住宅事業者等へ住宅確保要配
慮者円滑入居賃貸住宅の登録を促すための周知を
行いました｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

桜井県営住宅の建替事業について､平成28年度
から事業を開始しており､令和2年度に第1期工事
を終え89戸を供給しました｡

-

-

指標の動き関係する指標

- -
-
-

主な取組

建替整備個数[累
計](戸)

桜井県営住宅の建
替整備(近鉄大福
駅周辺地区まちづ
くり) (2020)-

R2年度
-
- -

令和3年度の奈良県住生活基本計画の改定に向け､
令和2年度から住宅確保要配慮者が安心して暮らせ
る居住環境の整備の方針や､公営住宅等の供給の
方針について､当計画への位置づけを検討していま
す｡

-
-
-

-
-
-

800

1,689

2,678

3,767

5,016

800 889 989 1,089 1,249

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

R2 R3 R4 R5 R6

(目標)

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅延べ総供給戸数[累計]

延べ供給戸数

年間供給戸数 住まいまちづくり課調べ

(年度)

(戸)
(注)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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(注)目標値に対する実績値の割合を記載しています。

※は数値が低い方が良くなる指標です。

61.9 ↗
4.2

(ﾎﾟｲﾝﾄ)

66.1

基準値

年目

94.4%

自転車交通安全教
育等

自転車の交通事故件
数※(件)

H29年度

(2019)
R1年度

61.9

(2022)
R4年度

70.0

目標値

(2020)
R2年度

66.1

実績値

707

(51)
知事公室
安全･安心まちづくり推進課長
末武 正之

坊 8.くらしやすいまちづくり CC（チーフコーディネーター）

テーマ (51) 自転車の安全な利用促進､駐輪場の整備

目指す姿
令和4年度までに自転車損害賠償責任保険への加入
率を70%以上にします｡

12

1

直近の指標の動き

進
捗
状
況

4

R2年度R1年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年度の自転車損害賠償責任保険への加入
率は66.1%となっており､目標値に対する進捗率は
94.4%となりました｡

指
標

｢奈良県自転車の安全で適正な利用の促進に関する
条例｣に基づき､｢自転車所有者等の保険加入義務
化｣､｢高齢者のﾍﾙﾒｯﾄ着用努力義務化｣の周知･普及
を図るため､駅前におけるﾁﾗｼ配布等の実施や自転
車条例総合相談窓口での県民からの電話相談対
応､連携協定を締結する保険会社の増加等に継続し
て取り組んだことにより､加入率は上昇しています｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

自転車損害賠償責任保険への加入率(%)

↗
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

4.2

進捗率
（傾向）

3

令和2年度より､幼稚園･保育所の園児を対象とし
た自転車安全教室の実施を開始､事業を通じて自
転車安全教育の普及､保護者への自転車保険加
入の推進を図りました｡

4

(2019)

679

(2018)

指標の動き関係する指標

467

2 →
0
回

↗

主な取組

交通安全教室の実施
回数(回)

自転車交通安全教
育等

(2020)(2017)

(2020)

R2年度

H29年

(2018)

(2019)
R2年

H30年度

R1年

543

R1年度

(2017)

令和2年度に県が保有するすべての公用自転車(120
台)について､自転車損害賠償責任保険に加入しまし
た｡

↗
2
回

↗
▲ 76

件

8
↗
回

↗
▲ 28

件
▲ 136

件
H30年

61.9

66.1

70.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

R1 R2 R4

（目標）

自転車損害賠償責任保険への加入率

県民ｱﾝｹｰﾄ調査

(年度)

(%)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組

(注)
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８．くらしやすいまちづくり

８．くらしやすいまちづくり

８．くらしやすいまちづくり

目
指
す
姿

令和9年度までに県民ｱﾝｹｰﾄ調査における奈良県を
｢住みやすい｣と感じている県民の割合を70%にしま
す｡

進
捗
状
況

 都市計画､農地､森林等の各分野の有識者に参画
いただき､令和2年2月に｢奈良県土地利用に関する
懇談会｣を立ち上げ､新たな土地利用の仕組みにつ
いて検討を始めています｡(第1回を令和2年2月27日
に､第2回を令和3年1月29日に､第3回を令和3年3月
23日に開催)｡
 また､｢奈良県･市町村長ｻﾐｯﾄ｣や｢地域ﾌｫｰﾗﾑ｣にお
いても｢土地利用とまちづくり｣をﾃｰﾏに議論を開始
し､各市町村長や住民から､広く土地利用に関する意
見を聞くなどして､問題意識を共有しています｡ なお､
令和2年度の県民ｱﾝｹｰﾄ調査において､｢住みやす
い｣と感じている県民の割合は､前年度より6.1%増加
し､69.9%となりました｡

坊
テーマ (48) 土地利用とまちづくり

CC（チーフコーディネーター） (48)県土利用政策室長 坂本 悟

目
指
す
姿

域内での移動が便利になるように､市町村と協働し
て移動手段の確保について検討します｡

進
捗
状
況

令和2年度には､市町村等が設置している域内の交
通に関する28の協議会等に延べ79回出席(書面開
催を含む)し､ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ等の路線およびﾀﾞｲﾔの見直
し等について助言を行うなど､市町村とともに検討し
ました｡
なお､令和2年度のｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ･ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ交通導入市町
村数は､前年度と同じで33市町村です｡

坊

坊
テーマ (50) 移動目的に応じた便利向上のための交通ｻｰﾋﾞｽの確保

CC（チーフコーディネーター） (50)ﾘﾆｱ推進･地域交通対策課長 通山 雅司 

(52) 自治会等との連携協力強化
CC（チーフコーディネーター） (52)政策推進課参事 藤本 和巖

目
指
す
姿

住民､行政､自治会､その他NPOが協力して､ｺﾐｭﾆﾃｨ
活動を活発にすると共に､地域課題をできる限り自分
たちで解決し､自分たちの街を良くしていきます｡

進
捗
状
況

県と自治会との関係について､市町村や自治連合会
と情報交換を重ね､現状把握と連携強化に向けた検
討を行い､令和3年3月に､自治会の重要性と優良事
例の共有に資する｢奈良県自治会ｼﾞｬｰﾅﾙ｣を創刊し
ました｡
また､奈良県自治連合会への参加を呼びかけ､令和
元年度に奈良市､令和2年度に天理市が加入し､加
盟団体が19市町村となりました｡令和3年度には宇陀
市が新たに加入する見込みです｡

テーマ
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  ＜奈良県の抱えている弱み＞

＜奈良県への向かい風＞

（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連する向かい風）

e.乗合ﾊﾞｽの輸送人員が長期低落
傾向であり､過去20年間で路線ﾊﾞｽ
事業者(奈良交通)の赤字幅が拡大
(補助金を除く)
f.市町村が運営主体となるｺﾐｭﾆﾃｨ
ﾊﾞｽの導入が進んでいるが､事業費
の約9割が公的財源
g.高度経済成長期等に建てた住宅
の老朽化
h. 少子高齢化
i.中心市街地の空洞化

j.生活困窮者など住宅確保要配慮
者が増加する見込み
k.緊急事態宣言以降､通勤･通学需
要や余暇需要が大幅に減退による
県内公共交通事業者は大幅な利
用者減となり､減収が大きくなってい
る

4.一部の地域を除く県全域において
近年急激な人口減少が進行する中､
特に若い年代の減少が著しく､通勤･
通学で公共交通を利用する層が減
少
5.人口密度の南北差･東西差が著し
く､地域の性質に合わせた､全く異な
る施策の検討･実行が必要
6.高齢者が増加する中､免許の自主
返納件数は年々増加することによ
り､公共交通は高齢者にとって不可
欠な移動手段となっている
7.奈良県自治連合会への参加市町
村数は半数程度
8.人口が平成12年をﾋﾟｰｸに減少傾
向
9.住宅から最寄り施設までの距離が
長い

（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連する追い風）

d.ﾃﾚﾜｰｸ､ｵﾝﾗｲﾝ学習､郊外移住な
ど住まい方の変化

a.ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの進展による新たなﾓﾋﾞﾘ
ﾃｨの発展(AIｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ交通､MaaS
等)
b.県自治連合会に令和元年度に奈
良市､令和2年度に天理市が新たに
加入し､令和3年度中に宇陀市が新
たに加入見込みで､全市が加入す
る予定となる
c.国が自転車損害賠償責任保険等
への加入を促進

３．次年度に向けた課題の明確化

≪強みで向かい風を克服する課題≫

【重要課題】良好な住環境の形成(2,g) 
･ｺﾛﾅ禍以降の住まい方の変化への対
応(3,j) 
･高齢者等が住みよいまちづくり(3,j) 
･住宅確保要配慮者への安定した住ま
いの確保(3,j)

･持続可能性のある新たなﾊﾞｽ路線補
助ｽｷｰﾑの検討(4,5,e,f) 
･地域公共交通の持続性確保のため､
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の拡大防止や､
収益性の向上に資する取組を実施す
る交通事業者に対しさらなる支援(6,k) 
【重要課題】｢新たな土地利用の仕組
み｣の構築(8,g,h,i)

【重要課題】自転車の安全な利用の
促進(1,c) 
･次世代への住宅･宅地の継承(3,d)

【重要課題】新たなﾓﾋﾞﾘﾃｨ普及の一層
の支援(4,5,9,a) 
【重要課題】県､市町村､自治会の連
携強化による､情報共有と地域力の
向上(7,b)

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

８．くらしやすいまちづくり

(48) 土地利用とまちづくり
(49) 奈良県のすまい方改善
(50) 移動目的に応じた便利
向上のための交通ｻｰﾋﾞｽの
確保
(51) 自転車の安全な利用促
進、駐輪場の整備
(52) 自治会等との連携協力
強化

≪強みで追い風を活かす課題≫ ≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

内部要因（奈良県内部の状況…ヒト・モノ・カネ等の資源や風土等）

外
部
要
因

（
奈
良
県
外
部
の
状
況
…

社
会
情
勢
の
変
化

、
制
度
改
正

、
県
民
ニ
ー

ズ
等

）

1.｢奈良県自転車の安全で適正な利
用の促進に関する条例｣において､
自転車損害賠償責任保険等への加
入の義務化､高齢者のﾍﾙﾒｯﾄ着用を
努力義務化(令和2年4月施行)
2.県民ｱﾝｹｰﾄ調査における県民の住
みやすさの評価では約70%が｢住み
やすい｣と評価
3.住居系用途地域の指定割合が高
い

＜奈良県への追い風＞

＜奈良県の持っている強み＞
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≪強みで追い風を活かす課題≫

≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

≪強みで向かい風を克服する課題≫

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

鉄道事業者(JR西日本･近鉄)､ﾊﾞｽ
事業者(奈良交通)､県によるMaaS
勉強会を開催し､各社取組内容を
共有するとともに､奈良県への導入
可能性等について､意見交換等を
実施しました｡

国や各ｼｽﾃﾑ事業者の担当者を講師に､県内
市町村の担当者や関係団体が様々な知見
や事例に触れるMaaSとAIｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ交通に関
するｾﾐﾅｰを開催し､地域公共交通の利用促
進や維持･確保につなげます｡

県､市町村､自治会の連
携強化による､情報共有
と地域力の向上(ﾃｰﾏ
(52))

奈良県自治連合会への参加を市
町村に働きかけ､奈良市､天理市､
宇陀市が新たに参加し､全市の参
加が実現しました｡また､自治会の
重要性や優良事例を共有する｢奈
良県自治会ｼﾞｬｰﾅﾙ｣を創刊しまし
た｡

引き続き未加盟町村自治連合会に奈良県自
治連合会への参加を働きかけるとともに､自
治会やまちづくり協議会等の活動を支援する
ために､先進事例や活動情報を共有する奈
良県自治会ｼﾞｬｰﾅﾙを発行するなど､県､市町
村､自治会の連携強化により情報共有と地域
力の向上を図ります｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

｢新たな土地利用の仕組
み｣の構築(ﾃｰﾏ(48))

自転車の安全な利用の
促進(ﾃｰﾏ(51))

令和元年10月｢奈良県自転車の安
全で適正な利用の促進に関する条
例｣を公布し､自転車保険への加入
促進等の働きかけを実施､保険加
入率は前年度より上昇しました｡
また､未就学児と保護者を対象に
自転車安全講習を実施､教員や保
護者より良い取組であるとの評価
をいただきました｡

引き続き､条例の周知･定着のため関係機関
とも連携して､自転車保険の加入や高齢者の
ﾍﾙﾒｯﾄ着用の推進を図ります｡また､令和2年
度から開始した､幼稚園･保育所等の未就学
児とその保護者を対象とした自転車安全講
習の一層の充実を図ります｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

４．重要課題等に対するこれまでの評価、取組及びそれらを踏まえた今後の取組方針

良好な住環境の形成
(ﾃｰﾏ(49))

県営住宅既存空家の募集､桜井団
地の建替事業､住宅確保要配慮者
円滑入居賃貸住宅の登録を実施
しました｡また､新型ｺﾛﾅ感染拡大
に起因する離職者等を対象として
県営住宅を一時提供しました｡

県営住宅既存空家の募集､包括協定に基づ
く桜井団地建替や余剰地活用による近鉄大
福駅周辺地区のまちづくり､住宅確保要配慮
者円滑入居賃貸住宅の登録及び新型ｺﾛﾅ感
染拡大に起因する離職者等を対象とした県
営住宅の一時提供を継続して実施します｡

｢奈良県土地利用に関する懇談
会｣を立ち上げ､新たな土地利用の
仕組みについて検討を始めていま
す｡また､｢奈良県･市町村長ｻﾐｯﾄ｣
や｢地域ﾌｫｰﾗﾑ｣においても各市町
村長や住民から､広く土地利用に
関する意見を聞くなどして､問題意
識を共有しています｡

｢奈良県土地利用に関する懇談会｣において
土地利用のあり方についての議論を深化さ
せ､それぞれの土地が持つ力を最大限に引
き出す土地利用総合調整の仕組みの構築に
向けた検討を進めます｡また､土地利用にか
かる地域の課題等を踏まえ､市町村との意見
交換を継続します｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

新たなﾓﾋﾞﾘﾃｨ普及の一
層の支援(ﾃｰﾏ(50))

ー 63 ー



※は数値が低い方が良くなる指標です。

※は数値が低い方が良くなる指標です。

平成28年の男性の家事関連従事時間(1日平
均)は､平成18年と比べて14分増加し､全国順位
も38位から3位へ上昇しました｡

Ⅲ 愉しむ「都」をつくる

９．地域で子どもを健やかに育てる

１．現状分析

【担当部局等】
こども・女性局、教育委員会

１０．女性活躍の推進

平成29年の管理的職業従事者における女性の
割合は､平成19年と比べて3.2ﾎﾟｲﾝﾄ増加し､全
国平均とほぼ同水準になりました｡

平成29年の男性長時間労働者の割合(常勤雇
用者､週60時間以上)は､平成19年と比べて4.6ﾎﾟ
ｲﾝﾄ減少し､全国平均とほぼ同水準になりまし
た｡

乳児家庭全戸訪問事業市町村実施率は､平成
19年には41.0%で全国順位も低位でしたが､平成
26年以降は県内全市町村で実施されています｡

0~4歳人口1,000人当たり待機児童数は､平成26
年までは全国平均を下回っていましたが､その
後は､全国平均を上回っています｡
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※は数値が低い方が良くなる指標です。

(2016)
H28年度

260

(2020)
R2年度

0

目標値

(2020)
R2年度

201

実績値

4

(2017)

(53)
こども･女性局
奈良っ子はぐくみ課長
栗田 晃治

坊 9.地域で子どもを健やかに育てる

２．各テーマの「目指す姿」達成に向けた進捗状況

CC（チーフコーディネーター）

テーマ (53) 保育の量の確保と質の向上

目指す姿
令和2年度末までに奈良県の保育所等入所待機児童を
0にします｡

(人)
▲ 3

↗201 198 ↘
3

(人)

201

基準値

年目

22.7%

268

4

直近の指標の動き

進
捗
状
況

250

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

県内の待機児童数は平成29年度まで増加傾向か
ら､平成30年度から減少に転じましたが､以降は横
ばいの状況が続いており､令和2年度の進捗率は
22.7%で目標は達成できませんでした｡

指
標

これまでに引き続き､施設の新築･増改築への支援を
実施したことにより､保育所等定員が増加しています
が､令和元年10月からの幼児教育･保育の無償化等
に伴う保育ﾆｰｽﾞの高まりや保育人材不足等により､
目標である待機児童の解消には至りませんでした｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

奈良県の保育所等入所待機児童数※(人)

↗
(人)

▲ 59

進捗率
（傾向）

令和元年度に引き続き､施設の新築･増改築を支
援しており､令和2年度は5施設で整備が完了し､定
員が125人増加しました｡平成29年度以降では､保
育所等の定員は約1,170人増加し､それに伴い受
入児童数も増加しました｡

(2017)

261

(2019)

27,934

(2018)

60

(2018)

指標の動き関係する指標

(2019)

82

(2020)

83

28,514

245 ↗
11
ｶ所

↗

主な取組

県内保育所･認定こど
も園等数[累計](ｶ所)

保育施設整備の推
進

(2020)

保育施設整備の推
進

県内保育所等の定員
数(人)

H29年度

R2年度

R2年度H30年度

H30年度

R1年度

R1年度
↗
19

28,140

79

R1年度

27,343

(2017)

(2020)

R2年度

H29年度

H29年度
保育の質の向上

奈良県保育人材ﾊﾞﾝｸ
による就職ﾏｯﾁﾝｸﾞ件
数(件)

(2018)

(2019)

保育人材の不足に対しては､奈良県保育人材ﾊﾞﾝｸに
よる就職ﾏｯﾁﾝｸﾞを令和元年度に引き続き実施したほ
か､保育士養成施設の学生に対する修学資金や､潜
在保育士等に対する就職準備金の貸付､子育ての
仕事就職応援ﾌｪｱの開催など､保育の担い手確保の
取組を行いました｡

件

↗
5

ｶ所

↗
374
人

↗
3
件

7
↗
ｶ所

↗
591
人

↘
▲ 23

206
人

H30年度

件

260
287

201 198 201
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奈良県の保育所等入所待機児童数※

奈良っ子はぐくみ課調べ

(年度)

(人)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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※は数値が低い方が良くなる指標です。

※令和2年度の数値がないため、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に
　よる影響は反映できておりません。

(2008)
H20年度

54.3

(2023)
R5年度

40.0

目標値

(2018)
H30年度

49.8

実績値

15

(2018)

(54)
こども･女性局
女性活躍推進課長
西橋 奈穂

坊 9.地域で子どもを健やかに育てる CC（チーフコーディネーター）

テーマ (54) 子育て不安の解消

目指す姿
令和5年度までに子育てに心理的･精神的な不安感･負
担感を感じている母親の割合を40%以下にします｡

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
▲ 8.3

↗54.3 46.0 ↘
3.8

(ﾎﾟｲﾝﾄ)

49.8

基準値

年目

31.5%

74

10

直近の指標の動き

進
捗
状
況

77

H30年度H25年度H20年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

子育てに心理的･精神的な不安･負担を感じている
母親の割合は､平成30年度には基準値から4.5ﾎﾟｲ
ﾝﾄ減少しましたが､平成25年度と平成30年度を比
べると､不安､負担を感じる母親の割合が3.8ﾎﾟｲﾝﾄ
増加しており､進捗率は31.5%と伸び悩んでいます｡

指
標

妊娠期からの切れ目ない子育て支援を強化するた
めの市町村の体制整備･充実や企業等と連携した取
組は進んできていますが､進捗が十分でない要因と
しては､男性の働き方改革が進まず､長時間労働が
解消しないなど､男性の家事育児参画が進まないこ
とが背景にあると考えられます｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

子育てに心理的･精神的な不安･負担を
感じている母親の割合※(%)

↗
(ﾎﾟｲﾝﾄ)
▲ 4.5

進捗率
（傾向）

男性の育児参画を進めるため､母親の心身が最も
つらい産後すぐの時期に､父親が休暇を取って寄
り添い､夫婦で一緒に子育てをすることを広めるた
め､男性の育児参画､育休取得について学べる動
画ﾂｰﾙを令和2年度に作成しました｡

(2017)

78

(2019)

28

(2019)

36,676

(2018)

指標の動き関係する指標

(2019)

44,402

(2020)

30,939

39

74 ↗
1

ｶ所

↗

主な取組

地域子育て支援拠点
の設置数[累計](ｶ所)

妊娠期からの切れ
目のない子育て支
援

(2020)

妊娠期からの切れ
目のない子育て支
援

子育て世代包括支援
ｾﾝﾀｰの設置市町村
数[累計](市町村)

H29年度

R3年度

R2年度H30年度

H30年度

R2年度

R1年度
↗
4,916

32

41,592

R1年度

11

(2017)

(2021)

R2年度

H30年度

H29年度

多様な主体による
子育て支援環境の
整備

なら子育て応援団利
用登録者数[累計](人)

(2018)

(2020)

市町村に対し､妊娠期から子育て期にわたる切れ目
のない支援を提供するための｢子育て世代包括支援
ｾﾝﾀｰ｣や｢地域子育て支援拠点｣の設置を働きかけ
ました｡その結果､｢子育て世代包括支援ｾﾝﾀｰ｣を全
市町村に設置することができました｡

人

↗
3

ｶ所

↗
7

市町村

↗
2,810
人

▲ 4
↘
ｶ所

↗
17

市町村

↗
5,737

4
市町村

R1年度

人
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子育てに心理的･精神的な不安･負担を

感じている母親の割合※

奈良県結婚･子育て実態調査(奈良県)

(年度)

(%)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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※は数値が低い方が良くなる指標です。(注)令和2年度の全国値は未公表

(2015)
H27年度

70.7

(2022)
R4年度

40.0

目標値

(2020)
R2年度

53.4

実績値

7

(2017)

(55)
こども･女性局
こども家庭課長
堀内 忠彦

坊 9.地域で子どもを健やかに育てる CC（チーフコーディネーター）

テーマ (55) 児童虐待防止

目指す姿
令和4年度までに児童福祉司1人当たりの児童虐待相
談対応件数を40件以下にします｡

(件)
▲ 3.4

↗58.9 55.5 ↗
▲ 2.1
(件)

53.4

基準値

年目

56.4%

11

5

直近の指標の動き

進
捗
状
況

4

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

児童福祉司1人当たりの児童虐待相談対応件数
は､基準値より17.3件減少しており､県の対応件数
は減少傾向です｡
進捗率は､56.4%で目標に向けて順調に進んでいま
す｡

指
標

全国的に人材不足の状況にある中､民間就職ｻｲﾄを
活用した人材の確保や､対応力向上研修の実施等
による人材の育成･定着に取り組み､児童虐待対策
の体制強化に努めたことが減少につながったと考え
られます｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

児童福祉司1人当たりの児童虐待相談対応件数※(件)

↗
(件)

▲ 17.3

進捗率
（傾向）

子どもと家庭のｿｰｼｬﾙﾜｰｸを担う｢市町村子ども家
庭総合支援拠点｣の設置を促進するため､訪問に
よるｱﾄﾞﾊﾞｲｽや研修を実施し､拠点の設置数を増
やすことにより児童虐待の未然防止に繋げていま
す｡

(2017)

7

(2019)

676

(2018)

18.1

(2018)

指標の動き関係する指標

(2019)

18.4

(2020)

16.6

521

1 ↗
3

市町村

↘

主な取組

市町村子ども家庭総
合支援拠点の設置数
[累計](市町村)

体制の強化

(2020)

虐待の未然防止
市町村職員等の研修
参加人数(人)

H29年度

R2年度

R2年度H30年度

H30年度

R1年度

R1年度
↘

▲ 0.3

583

17.8

R1年度

774

(2017)

(2020)

R2年度

H29年度

H29年度
虐待発生後の対応
強化

施設･里親等養育委
託における里親等委
託率(%)

(2018)

(2019)

児童虐待相談対応件数が年々増加しており､子育て
を身近で支える市町村職員等の対応力の向上が不
可欠であるため､市町村職員等のｽｷﾙｱｯﾌﾟの研修機
会を拡大しています｡

ﾎﾟｲﾝﾄ

↗
3

市町村

↘
▲ 62

人

↗
0.6

ﾎﾟｲﾝﾄ

4
↗

市町村

↘
▲ 98

人

↗
1.5

▲ 93
人

H30年度

ﾎﾟｲﾝﾄ

35.2
40.5 41.4

46.7
50.8

70.7
73.4

54.9
58.9

55.5 53.4

40.0

25.0

35.0

45.0

55.0

65.0

75.0

85.0

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R4

（目標）

児童福祉司1人当たりの

児童虐待相談対応件数※

厚生労働省調べ

(年度)

(件) (注)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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(2016)
H28年度

8.5

(2024)
R6年度

100.0

目標値

(2020)
R2年度

25.1

実績値

8

(2017)

(56)
こども･女性局
こども家庭課長
堀内 忠彦

坊 9.地域で子どもを健やかに育てる CC（チーフコーディネーター）

テーマ (56) 子どもの居場所づくり､里親制度の強化

目指す姿
令和6年度までに全小学校区に｢こども食堂｣を設置しま
す｡

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
4.0

↗18.4 22.4 ↗
2.7

(ﾎﾟｲﾝﾄ)

25.1

基準値

年目

18.1%

9

4

直近の指標の動き

進
捗
状
況

6

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年度の｢こども食堂｣の設置率は､25.1%で､基
準値より16.6ﾎﾟｲﾝﾄ増加しましたが､進捗率は18.1%
です｡

指
標

ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ等により弁当等を届ける活動に対する補助
や､県こども食堂ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる開設･運営支援を
行った結果､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症感染拡大下にお
いて､施設を利用した｢こども食堂｣の開催が困難にな
るなど､取組が制限される中でも｢こども食堂｣の数は
増加しました｡なお､現在､県内191小学校区のうち､48
校区に｢こども食堂｣が設置されています｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

小学校区のこども食堂設置率(%)

↗
(ﾎﾟｲﾝﾄ)
16.6

進捗率
（傾向）

こども食堂ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置し､開設や運営につ
いての助言を実施した結果､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染
症感染拡大下においても､｢こども食堂｣の設置数
は着実に増加しています｡(H28:19件→R2:65件)

(2017)

9

(2019)

343

(2018)

18.1

(2018)

指標の動き関係する指標

(2019)

18.4

(2020)

16.6

373

6 ↗
3

団体

↗

主な取組

こども食堂ｻﾎﾟｰﾀｰ登
録団体数[累計](団体)

企業や民間団体の
協力を得て｢こども
食堂｣の活動を拡
充 (2020)

放課後児童ｸﾗﾌﾞの
受け皿の整備と人
材確保

放課後児童ｸﾗﾌﾞ数[累
計](ｶ所)

H29年度

R2年度

R2年度H30年度

H30年度

R1年度

R1年度
↘

▲ 0.3

364

17.8

R1年度

320

(2017)

(2020)

R2年度

H29年度

H29年度

里親制度をはじめ
とした社会的養育
の推進

施設･里親等養育委
託における里親等委
託率(%)

(2018)

(2019)

放課後児童ｸﾗﾌﾞの新設や老朽化による増改築など
の施設整備等により､平成29年度以降､ｸﾗﾌﾞ数は約
50ｶ所増えました｡
また､放課後児童支援員の認定資格研修の実施など
人材確保の取組を進めており､放課後児童の受入拡
大が進んでいます｡

ﾎﾟｲﾝﾄ

→
0

団体

↗
9

ｶ所

↗
0.6

ﾎﾟｲﾝﾄ

0
→
団体

↗
23
ｶ所

↗
1.5

21
ｶ所

H30年度

ﾎﾟｲﾝﾄ

8.5
15.3 18.4

22.4 25.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H28 H29 H30 R1 R2 R6

（目標）

小学校区のこども食堂設置率

奈良こども食堂ﾈｯﾄﾜｰｸ調査

(年度)

(%)

目標

全小学校区に設置

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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平成24年に京都府で発生した小学生の通学中の事故を契機として､教育委員会､道路管理者､警察等の関係者による
県内すべての小学校の通学路の緊急合同点検を実施し､対策を講じてきました｡平成25年以降も､全市町村で｢通学
路交通安全ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣を策定し､県全体で安全確保のための環境整備に取り組んでいます｡これらの取組の結果､令和
3年3月末時点で､平成24年度の緊急合同点検において対策が必要とされた1,341ｶ所のうち､1,331ｶ所(99.3%)において
対策が完了しました｡
令和元年からは､通園路等を加えた合同点検に取り組むとともに､これまでの対策必要箇所を整理し､市町村単位で
の対策必要箇所数の確定に取り組んでいます｡

(2019)

ﾎﾟｲﾝﾄ

↗
5.6

ﾎﾟｲﾝﾄ

↘
▲ 4
地区

↗
0.3

ﾎﾟｲﾝﾄ

▲ 22.8
↘

ﾎﾟｲﾝﾄ

-
-
-

→
0.0

1
地区

H30年度

ﾎﾟｲﾝﾄ

地域防犯力の向上
防犯ｶﾒﾗ設置補助実
施地区数(地区)

H29年度

R2年度

R2年度H30年度

H30年度

R1年度

R1年度
↗
0.3

12

99.0

R1年度

-

(2017)

(2020)

R2年度

-

H29年度
通学通園路等の対
策の実施

緊急合同点検におけ
る対策必要箇所の対
策率(%)

(2018)

進捗率
（傾向）

(2017)

92.4

(2019)

11

(2018)

98.7

(2018)

指標の動き

↗
(市町村)

26
3

(市町村)
14

↗9 23 ↗
12

(市町村)

35

基準値

年目

関係する指標

(2019)

99.3

(2020)

98.7

8

85.4 ↗
1.4

ﾎﾟｲﾝﾄ

↗
-

(2020)

主な取組

学校安全講習会･交
通安全教室等安全教
育の実施率(%)

安全教育の実施

89.7%

69.6

2

直近の指標の動き

進
捗
状
況

91.0

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

市町村ごとに地域ぐるみで子どもの安全を確保するた
めの｢地域の連携の場｣の構築市町村数は基準値から
令和元年度は14市町村増加､令和2年度は12市町村増
加し､進歩率は89.7%となりました｡

指
標

市町村ごとに地域ぐるみで子どもの安全を確保するための｢地
域の連携の場｣を構築することで､同時期に､警察､道路管理者､
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体､教育委員会などが連携し､交通安全､防犯､防災
に関する通学路点検を実施することについて市町村の理解が得
られたため､実績値が増加しました｡また､各市町村の副市町村
長､教育長が一堂に会した｢奈良県通学路等安全対策推進会
議｣において､｢地域の連携の場｣の構築を依頼したため､構築市
町村数が増加したと考えられます｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

｢地域の連携の場｣の構築市町村数[累計](市町村)

(57)
教育委員会
保健体育課長
稲葉 功

坊 9.地域で子どもを健やかに育てる CC（チーフコーディネーター）

テーマ (57) 子どもの通学通園路の安全確保

目指す姿
令和3年までに､｢地域の連携の場｣を全ての市町村で
構築します｡

(2018)
H30年度

9

(2021)
R3年度

39

目標値

(2020)
R2年度

35

実績値

9

23

35
39

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

H30 R1 R2 R3

（目標）

｢地域の連携の場｣の構築市町村数[累計]

保健体育課調べ

(年度)

(市町村)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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人

↗
58
社

↘
▲ 17

人

↗
173
人

14
↗
社

-
-
-

-
-

▲ 86
人

H30年度

-

(2017)

(2020)

R2年度

-

-
企業とともに進める
女性活躍の推進

大学生と企業との交
流会の参加者数(人)

※令和2年度の数値がないため、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に
　よる影響は反映できておりません。

(2019)
R2年度

R2年度H30年度

H30年度

R1年度

R1年度
↘

▲ 46

88

32

R1年度

-

男性も女性も働きがいを感じ､いきいきと働き続け
ることができる職場づくりをめざした｢なら女性活躍
推進倶楽部｣について､県内の企業･団体等に対し
て､個別に訪問等をすることにより登録を働きかけ
た結果､女性活躍推進倶楽部登録企業数が着実
に増加しています｡

-

115

(2019)

174

(2018)

78

(2018)

指標の動き関係する指標

(2019)

205

(2020)

-

71

43 ↗
14
社

↘

主な取組

｢なら女性活躍推進倶
楽部｣の登録企業数
[累計](社)

-

(2020)

129

5

直近の指標の動き

進
捗
状
況

101

H30年度H25年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

第1子出産前後の妻の継続就業率は､基準値より
13.2ﾎﾟｲﾝﾄ増加し､進捗率は85.7%となりました｡

指
標

女性が働きやすい環境づくりが進んでいる事例の紹
介など｢なら女性活躍推進倶楽部｣会員企業と連携し
た取組等により､多様な働き方など､職場において女
性が活躍し続けるための環境整備が少しずつ進んで
います｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

第1子出産前後の妻の継続就業率(%)

↗
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

進捗率
（傾向）

39.6 ↗

13.2

(58)
こども･女性局
女性活躍推進課長
西橋 奈穂

坊 10.女性活躍の推進 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (58) 女性の働き方改革と仕事場づくり

目指す姿
令和5年度までに第1子出産前後の妻の継続就業率を
55%にします｡

10

13.2
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

52.8

基準値

企業とともに進める
女性活躍の推進

85.7%

(2018)

企業とともに進める
女性活躍の推進

会員企業向けｾﾐﾅｰ･
交流会の参加者数
(人)

H29年度

年目
(2013)

H25年度

39.6

(2023)
R5年度

55.0

目標値

(2018)
H30年度

52.8

実績値

39.6

52.8
55.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

H25 H30 R5

（目標）

第1子出産前後の妻の継続就業率

奈良県結婚･子育て実態調査(奈良県)

(年度)

(%)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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10

13.6
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

86.1

基準値

企業等と連携した
若者の結婚応援

77.7%

(2019)

妊娠期からの切れ目
ない子育て支援､多
様な主体による子育
て支援環境の整備

なら子育て応援団利
用登録者数[累計](人)

H30年度

年目
(2013)

H25年度

72.5

(2023)
R5年度

90.0

目標値

(2018)
H30年度

86.1

実績値

13.6

(59) こども･女性局
女性活躍推進課長 西橋 奈穂
(61) こども･女性局
こども家庭課長 堀内 忠彦

坊 10.女性活躍の推進 CC（チーフコーディネーター）

テーマ
(59) 結婚支援･出生率上昇
(61) ひとり親家庭支援

目指す姿
令和5年度までにいずれは結婚しようと考える未婚者の
割合(18~34歳)を90%以上にします｡

27

5

直近の指標の動き

進
捗
状
況

46

H30年度H25年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

いずれは結婚しようと考える未婚者の割合(18~34
歳)は､基準値より13.6ﾎﾟｲﾝﾄ増加し､進捗率は77.7%
となりました｡

指
標

市町村や企業等と連携し､若者の結婚を応援する気
運醸成や地域で安心して子どもを生み育てられる環
境づくりを進めてきた成果が一定程度表れたと考え
られます｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

いずれは結婚しようと考える未婚者の割合(18~34歳)(%)

↗
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

進捗率
（傾向）

72.5 ↗

ﾏﾘｯｼﾞｻﾎﾟｰﾀｰ等の育成や結婚新生活支援等､市
町村における結婚応援のための取組を支援しまし
た｡

(2017)

51

(2020)

36,676

(2018)

48

(2018)

指標の動き関係する指標

(2019)

58

(2020)

61

44,402

60 ↗
5
人

↗

主な取組

なら結婚応援団登録
団員数[累計](人)

ﾎﾟｲﾝﾄ

(2021)

30,939

(2018)

(2020)

R3年度

H29年度

H29年度

ひとり親の確実な
就業のための取組
強化

ひとり親求職者の就
職ﾏｯﾁﾝｸﾞ率(就労によ
る自立支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ策
定者の就業率)(%)

※令和2年度の数値がないため、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に
　よる影響は反映できておりません。

(2019)
R2年度

R2年度H30年度

R1年度

R1年度

R1年度
↗
2

41,592

50

R2年度

(2017)

ひとり親の自立を支援するため､県母子家庭等就業･
自立支援ｾﾝﾀｰにおいて､求職者のﾆｰｽﾞに応じた就
職ﾏｯﾁﾝｸﾞや養育費相談を行っています｡また､資格
取得時の貸付や疾病等の緊急時に家事･育児を助
けるﾍﾙﾊﾟｰを派遣するなど､ひとり親家庭の経済的支
援･生活支援を行っています｡

ﾎﾟｲﾝﾄ

↘
▲ 14

人

↗
2,810
人

↗
8

ﾎﾟｲﾝﾄ

▲ 24
↘
人

↗
5,737
人

↘
▲ 13

4,916
人

H30年度

72.5

86.1

90.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

H25 H30 R5

（目標）

いずれは結婚しようと考える未婚者の割

合(18~34歳)

奈良県結婚･子育て実態調査(奈良県)

(年度)

(%)

目標

90%以上

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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１０．女性の活躍の推進

目
指
す
姿

女性の幸せを総合的に測る指標を設定して評価し､
弱点分野の底上げともっと伸ばす分野に重点的に取
り組みます｡

進
捗
状
況

女性に関わる様々なﾃﾞｰﾀの収集を行い､収集した
ﾃﾞｰﾀを反映して令和3年3月に｢男女でつくる幸せあ
ふれる奈良県計画｣を策定しました｡引き続き､幅広
いﾃﾞｰﾀの収集と分析を行い､ﾄﾋﾟｯｸを抽出し､指標化
して評価するなど､本県の課題分析と施策立案に活
用しています｡特に本県では､若い世代の県外流出
が多いことから､若い女性がやりがいをもって働ける
場づくりを進めてまいります｡

坊
テーマ (60) 女性の幸せ応援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

CC（チーフコーディネーター） (60)女性活躍推進課長 西橋 奈穂
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９．　地域で子どもを健や
　　　かに育てる
１０．女性活躍の推進

（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連する追い風）

g.感染症対策としての多様な働き
方に対する気運の高まり

a.国の｢新子育て安心ﾌﾟﾗﾝ｣の推
進による保育の受け皿の拡大と
質の確保
b.児童福祉法の改正による児童
虐待対策の充実強化
c.｢国の児童虐待防止対策体制総
合強化ﾌﾟﾗﾝ｣による児童相談所の
人的体制強化
d.｢国の子供の貧困対策に関する
大綱｣の見直しによる子どもと家
庭への支援強化
e.国の実施要領に基づく通学路合
同点検の実施
f.女性活躍推進法の施行及び女
性の活躍を促進する社会的気運
の高まり

(53) 保育の量の確保と質の
向上
(54) 子育て不安の解消
(55) 児童虐待防止
(56) 子どもの居場所づくり､
里親制度の強化
(57) 子どもの通学通園路の
安全確保
(58) 女性の働き方改革と仕
事場づくり
(59) 結婚支援･出生率上昇
(60) 女性の幸せ応援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ
(61) ひとり親家庭支援

＜奈良県への向かい風＞

（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連する向かい風）

h.地域におけるつながりの希薄化
i.全国的に児童虐待相談対応件
数が増加

j.新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大下にお
ける虐待･DVの潜在化の懸念
k.新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大下での
仕事や家庭における困難を抱え
る女性の増加

３．次年度に向けた課題の明確化

≪強みで向かい風を克服する課題≫

【重要課題】地域全体で進める子育
て支援の推進(2,h) 
･児童虐待･DV相談に対応するため
の関係機関等との連携強化(3,h,i,j)

【重要課題】困難を抱える女性への
相談支援(13,14,j,k)

【重要課題】潜在保育士のﾏｯﾁﾝｸﾞの
推進(1,a) 
･子育て家庭への支援の充実(2,a) 
･児童虐待防止ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの実施状
況等を踏まえた児童虐待防止対策
の充実(3,b,c) 
【重要課題】｢こども食堂｣等を中心と
した地域住民による子育て支援の
充実(4,d) 
【重要課題】通学通園路の安全点検
等の充実(5,e) 
【重要課題】女性のｷｬﾘｱ構築支援､
支援団体等と連携した再就職希望
女性と企業等とのﾏｯﾁﾝｸﾞ支援(6,7,f)

･保育所待機児童の解消のための
保育の定員の拡充(8,a) 
【重要課題】ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟの仕組みの
構築等による保育士確保対策の推
進(9,a) 
【重要課題】児童相談所及び市町村
の児童虐待相談対応力の強化
(11,12,b,c) 
【重要課題】女性の活躍推進のため
の多様な働き方の推進(10,13,14,f,g) 
･男性の育児･家事･介護等への参
画の促進(13,14,f)

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

≪強みで追い風を活かす課題≫ ≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

内部要因（奈良県内部の状況…ヒト・モノ・カネ等の資源や風土等）

外
部
要
因

（
奈
良
県
外
部
の
状
況
…

社
会
情
勢
の
変
化

、
制
度
改
正

、
県
民
ニ
ー

ズ
等

）

1. 潜在保育士の約3人に1人が就職
を希望
2.地域の多様な主体による子育て環
境構築の気運情勢の高まり
3.児童虐待防止ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに基づ
き､県､市町村､関係機関が連携して
具体的取組を実施
4.地域における｢こども食堂｣の広が
り
5.県内市町村の約9割が｢地域の連
携の場｣を構築
6.女性の就業希望者は多い(特に40
歳代)
7.高等学校卒業生の大学等への進
学率は男子が全国9位､女子が全国
7位と高い

＜奈良県への追い風＞

＜奈良県の持っている強み＞   ＜奈良県の抱えている弱み＞
8.保育所待機児童が都市部に集中
9.保育所等における保育人材確保
が困難
10.若年層(20歳代)の県外流出が多
い
11.児童虐待相談対応件数が高止ま
り
12.市町村要保護児童対策地域協議
会における人的体制の格差
13.希望した女性で就業している割合
は全国38位
14.固定的性別役割分担意識が全国
一高く､男性の育児休業取得率も低
い
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≪強みで追い風を活かす課題≫

≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

奈良県保育人材ﾊﾞﾝｸの運営により蓄積され
た就職支援のﾉｳﾊｳや､令和元年度より開始
した就職準備金の貸付制度等を引き続き活
用するとともに､保育士登録名簿に基づいた
潜在保育士へのﾌﾟｯｼｭ型のｱﾌﾟﾛｰﾁにより､更
なる潜在保育士等のﾏｯﾁﾝｸﾞの推進を図りま
す｡

県が独自に保育士のｷｬﾘｱを認定
する認定保育士制度の運用や､国
の制度に基づくｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修の
実施などによる保育士のｷｬﾘｱ構
築の支援に加え､若手保育士の離
職防止等に向けた指導助言を行う
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣などの定着促進の
取組を行ってきました｡

引き続き､研修等の実施によるｷｬﾘｱ構築の
支援を行うとともに､施設長が業務改善ﾎﾟｲﾝﾄ
を把握するための働き方改革ﾏﾆｭｱﾙの作成
など､保育現場の働き方改革を推進し､保育
士確保の支援に取り組みます｡

児童相談所及び市町村
の児童虐待相談対応力
の強化(ﾃｰﾏ(55))

市町村職員の対応力向上研修を
実施するほか､児童相談所と市町
村要保護児童対策地域協議会等
との連携や､市町村子ども家庭総
合支援拠点の設置促進等に努め
てきました｡現在､協議会は全市町
村に､拠点は11市町村に設置済み
です｡

引き続き､必要な研修を実施し､職員の資質
向上に取り組むとともに､医療･教育等の関係
機関による協力を働きかけ､地域の様々な主
体が連携した児童虐待相談対応力の強化を
図ります｡

潜在保育士のﾏｯﾁﾝｸﾞの
推進(ﾃｰﾏ(53))

県内企業において女性の働きやす
い環境づくりが進んでいる事例等
の紹介を通して､奈良で暮らし､奈
良で働く魅力を発信するため､PR
動画と女性の再就職応援ｼﾞｬｰﾅﾙ｢
FIELD｣第2号を発行しました｡また､
再就職を希望する女性と企業との
ﾏｯﾁﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ｢女性のための再就
職支援ﾌｪｽﾀ2020｣を開催し､再就
職を支援しました｡

こども食堂の広報啓発を行うととも
に､県こども食堂ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配
置し､こども食堂の開設･運営等の
支援のほか､活動等に対する補助
を行ってきました｡こども食堂の設
置数は着実に増加しています｡

保育人材不足を解消するため､こ
れまでも奈良県保育人材ﾊﾞﾝｸの運
営により､潜在保育士等の保育施
設への就職支援を行っており､平
成26年度の開設以来､約530人が
就職決定に至りました｡

４．重要課題等に対するこれまでの評価、取組及びそれらを踏まえた今後の取組方針

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

女性のｷｬﾘｱ構築支援､
支援団体等と連携した
再就職希望女性と企業
等とのﾏｯﾁﾝｸﾞ支援(ﾃｰﾏ
(58))

女性の活躍推進のため
の多様な働き方の推進
(ﾃｰﾏ(58))

女性が働きやすい環境づくりのた
め､ﾃﾚﾜｰｸをﾃｰﾏとした企業向けｾﾐ
ﾅｰを令和2年度に2回開催するな
ど ｢なら女性活躍推進倶楽部｣会
員企業と連携した取組を実施しま
した｡

ｺﾛﾅ禍で多様な働き方を実践する企業が増
えたことから､引き続き､｢なら女性活躍推進
倶楽部｣の登録企業等に対して､ﾃﾚﾜｰｸや短
時間勤務など働きやすい制度を普及させて
いきます｡

就労継続に必要となるｽｷﾙを身につけるｾﾐ
ﾅｰ等の開催や､｢なら女性活躍推進倶楽部｣
の登録企業･支援団体等と連携し､企業等と
再就職を希望する女性とのﾏｯﾁﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄの
開催などの取組を推進します｡

県こども食堂ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる支援を継続
するとともに､令和3年度から､こども食堂を中
心とした地域の多様な人が関わるﾈｯﾄﾜｰｸ
を､県と市町村との協働により普及させ､子育
て支援の充実を図ります｡

通学通園路の安全点検
等の充実(ﾃｰﾏ(57))

市町村の｢通学路交通安全ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ｣に基づき､関係者による交通事
故防止､防犯､防災の3つの観点で
実施した合同点検結果により､安
全確保のための環境整備に取り組
んできました｡令和3年3月末時点
では､平成24年の緊急合同点検で
対策が必要とされた1,341箇所のう
ち､1,331箇所(99.3%)において対策
が完了しました｡

これまでの取組に加えて､令和3年からは､奈
良県､県教育委員会､県警本部により第三者
的視点で市町村の合同点検に同行するほ
か､市町村からの報告に対し､対策案の検討､
改善策の提案を行います｡また､｢奈良県通学
路等安全対策推進会議｣を開催し､県と市町
村が連携して､通学通園路における子どもた
ちの安全についての具体策を検討し､対策を
実施することで､着実に通学通園路の安全確
保を推進します｡

｢こども食堂｣等を中心と
した地域住民による子
育て支援の充実(ﾃｰﾏ
(56))

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟの仕組みの構
築等による保育士確保
対策の推進(ﾃｰﾏ(53))
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≪強みで向かい風を克服する課題≫

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫
課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

困難を抱える女性への
相談支援(ﾃｰﾏ(58))

地域全体で進める子育
て支援の推進(ﾃｰﾏ(54))

妊娠期からの切れ目のない子育て
支援を進めるため､地域子育て支
援拠点や子育て世代包括支援ｾﾝ
ﾀｰの設置を促進し､子育て世代包
括支援ｾﾝﾀｰは全市町村で設置さ
れました｡また､｢なら子育て応援
団｣のﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝにより県内の子
育て関連情報を発信しました｡

企業や団体などと連携した｢なら子育て応援
団｣の取組を引き続き継続するほか､県内の
子育て支援団体などとも連携し､体罰によら
ない子育てを応援する取組を進めます｡

女性ｾﾝﾀｰ内に設置している｢女性
相談窓口｣､｢働く女性の支援相談
窓口｣､｢女性の再就職準備相談窓
口｣では､令和2年度で約4,500件の
相談を受けているほか､ｽﾏｲﾙｾﾝ
ﾀｰでは､困難を抱える女性に対す
る相談窓口を設置しており､相談内
容に応じてきめ細かに困難を抱え
る女性の不安や悩みの解消に努
めています｡

女性が抱える様々な悩みに対応する相談員
の対応力強化のための研修を実施するなど､
相談員のｽｷﾙｱｯﾌﾟを図ります｡また､困難を抱
えるひとり親家庭に対しては､令和3年度に策
定予定の｢ひとり親家庭等自立促進計画｣の
中で､ｺﾛﾅ禍の影響も踏まえた支援策の強化
を検討します｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針
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（注3）全国順位は公表されていないため記載していません。

※は数値が低い方が良くなる指標です。

1,000世帯当たりの太陽熱利用ｼｽﾃﾑ導入件数
は､全国でも奈良県でも少しずつ増えています｡

Ⅲ 愉しむ「都」をつくる

１１．エネルギー政策

１．現状分析

【担当部局等】
水循環・森林・景観環境部

FIT制度によるﾊﾞｲｵﾏｽ(面積1K㎡当たり)設備容
量は､全国では導入が進んでいますが､奈良県
では横ばいです｡

FIT制度による再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ(面積1K㎡当た
り)設備容量でみると､再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰは全国
と同様に奈良県でも導入が進んでいます｡

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰによる電力自給率は上昇して
おり､奈良県は全国平均より高い水準で推移し
ています｡

(注2)FIT制度（再生可能エネルギーの固定買取価格制度）・・・再生可能エネルギーで発電した電気を電力会社が一定価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で一定期間買い取ることを国が約束する制度

人口1,000人当たりの電力需要量(年間の電力
使用量)は､全国でも奈良県でも横ばい傾向に
あります｡全国順位は奈良県が1位となっていま
す｡
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(年度)

(千kWh) 人口1,000人当たり電力需要量※

11.63 12.19 12.64 13.08 13.42 13.71 14.02

5.83

(27位)

6.17

(27位)

6.33

(27位)

6.43

(27位)

6.54

(27位)

6.64

(27位)

6.75

(27位)

0.00
2.00
4.00
6.00
8.00

10.00
12.00
14.00
16.00

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

ｿｰﾗｰｼｽﾃﾑ振興協会調べ

(年度)

(件) 1,000世帯当たり太陽熱利用ｼｽﾃﾑ導入件数

62.5

43.5

44.4

65.7

45.4

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰによる

電力自給率

FIT制度によるﾊﾞｲｵﾏｽ

(面積1㎢当たり)

設備容量

㉖ 37位→② 40位

FIT制度による再生可能

ｴﾈﾙｷﾞｰ(面積1㎢当たり)

設備容量

㉖ 31位→② 33位

人口1,000人当たり

電力需要量※

㉘ 1位→② 1位

1,000世帯当たり太陽熱

利用ｼｽﾃﾑ導入件数

㉖ 27位→② 27位

(注1)

(注2)

（注1）全国順位は公表されていないため記載していません。

数値は全国平均を50とした場合の奈良県の比率です。
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(2019)

↗
13
ｶ所

↗
299
件

8
↗
ｶ所

↗
128
件

297
件

H30年度

(2020)

｢奈良の省ｴﾈｽﾀｲ
ﾙ｣の推進

家庭用創ｴﾈ･蓄ｴﾈｼｽ
ﾃﾑ導入に対する補助
件数[累計](件)

H29年度

R2年度

H30年度

R1年度

1,878

R1年度

1,453

(2017)

(2020)

R2年度

H29年度

(2018)

進捗率
（傾向）

小規模な避難所等を中心に市町村が実施する電
気自動車充電設備(V2H)やLPｶﾞｽ発電設備等の非
常用電源供給設備導入に関する支援を行うほか､
一般住宅における緊急時のｴﾈﾙｷﾞｰ対策強化の
ため､県で指定する創ｴﾈ･蓄ｴﾈの設備を導入する
個人に対して経費の一部を補助しました｡

261

(2019)

1,581

(2018)

指標の動き関係する指標

2,177

108 ↗
140
ｶ所

↗

主な取組

小規模避難所での非
常用電源設置箇所数
[累計](ｶ所)

緊急時のｴﾈﾙｷﾞｰ
対策の推進

209.3%

269

3

直近の指標の動き

進
捗
状
況

121

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年度の非常用電源が整備された避難所の
割合は55.9%となり､令和3年度の目標値である50%
を達成しています｡

指
標

EV･LPｶﾞｽ発電を活用した避難所への電力供給事業
等の補助の実施等により､避難所への非常用電源の
整備が進みました｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

非常用電源が整備された避難所の割合(%)

↗
(ﾎﾟｲﾝﾄ)
11.3

4

(2017)

(62)
水循環･森林･景観環境部
環境政策課長
大東 宏幸

坊 11.ｴﾈﾙｷﾞｰ政策

２．各テーマの「目指す姿」達成に向けた進捗状況

CC（チーフコーディネーター）

テーマ (62) 節電･緊急時のｴﾈﾙｷﾞｰ供給

目指す姿
令和3年度までに非常用電源が整備された避難所の割
合を50%以上にします｡

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
3.3

↗48.2 51.5 ↗
4.4

(ﾎﾟｲﾝﾄ)

55.9

基準値

年目
(2017)

H29年度

44.6

(2021)
R3年度

50.0

目標値

(2020)
R2年度

55.9

実績値

44.6

48.2

51.5

55.9

50.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

H29 H30 R1 R2 R3

（目標）

非常用電源が整備された避難所の割合

環境政策課調べ

(年度)

(%)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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→
0

㎾/㎢
0

→
㎾/㎢ (2020)

H29年度 H30年度 R1年度
(2017)

R2年度
(2018)

進捗率
（傾向）

緊急時対策の観点からも再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導
入を推進するため､｢奈良県地域ｴﾈﾙｷﾞｰ資源活用
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ｣の派遣や設備整備に対する支援を実
施しています｡

2.72

(2019)

指標の動き関係する指標

2.72 →
0

㎾/㎢

主な取組

FIT制度によるﾊﾞｲｵﾏ
ｽ設備容量(㎾/㎢)

ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ普
及促進

100.0%

2.72

5

直近の指標の動き

進
捗
状
況

2.72

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年度に県内初の水素ｽﾃｰｼｮﾝが設置され､
令和3年度までの目標を達成しました｡

指
標

県内初の水素ｽﾃｰｼｮﾝ開設に向けた支援として､民
間事業者の建設事業に対し､水素ｽﾃｰｼｮﾝ整備支援
事業補助金を交付しました｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

水素ｽﾃｰｼｮﾝ設置箇所数(ｶ所)

↗
(ｶ所)

1
6

(63)
水循環･森林･景観環境部
環境政策課長
大東 宏幸

坊 11.ｴﾈﾙｷﾞｰ政策 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (63) 県内水素ｽﾃｰｼｮﾝ設置･ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用の体制強化

目指す姿
令和3年度までに県内初の水素ｽﾃｰｼｮﾝ開設に向け､民
間企業を支援します｡

(ｶ所)
0

→0 0 ↗
1

(ｶ所)

1

基準値

年目
(2015)

H27年度

0

(2021)
R3年度

1

目標値

(2020)
R2年度

1

実績値

1.57
1.87

2.02
2.17

2.38

3.11

0

(19位)

0

(21位)

0

(23位)

0

(25位)

0

(28位)

1

(17位) 1

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

（目標）

水素ｽﾃｰｼｮﾝ設置箇所数

全国(平均値) 奈良県
環境政策課調べ

(年度)

(ｶ所)

()は全国順位

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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  ＜奈良県の抱えている弱み＞

＜奈良県への向かい風＞
f.太陽光発電を中心とする再生可
能ｴﾈﾙｷﾞｰ固定買取価格制度の
買取価格引き下げ
g.再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの買取の際に
必要な電力会社の送電網の容量
不足が一部で発生
h.再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ発電促進賦課
金の電気料金上乗せ

5.地域における再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの
うち､小水力発電は､ｱｸｾｽ面や水利
権の問題で設置条件が厳しい等課
題も多く､現状では導入があまり進ん
でいない
6.南海ﾄﾗﾌ地震等の大規模災害発生
時には､県内の広い範囲で停電し､
復旧までに時間がかかる恐れ
7.南部東部地域の大半では送電網
容量の問題でﾒｶﾞｿｰﾗｰ発電所の設
置は困難
8.水素ｴﾈﾙｷﾞｰの利活用が進んでい
ない

a.国のｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ宣言に伴い､再生
可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入に向けた取組
が加速
b.水素社会実現に向けた取組の
強化
c.再ｴﾈ･省ｴﾈに対する関心の高
まり
d.再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ利用に係る新
技術の確立
e.再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ固定買取価格
制度の定着

３．次年度に向けた課題の明確化

≪強みで向かい風を克服する課題≫

･｢奈良の省ｴﾈ･節電ｽﾀｲﾙ｣の推進
(1,2,h)

【重要課題】地域ｺﾐｭﾆﾃｨ活性化等に
つながる再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入
(5,6,7,f,g)

【重要課題】家庭･事業所等の自立
分散型ｴﾈﾙｷﾞｰの導入促進
(1,3,4,a,c,d,e) 
･木質ﾊﾞｲｵﾏｽや水力等の再生可能
ｴﾈﾙｷﾞｰの有効活用(1,4,a,c,d)

【重要課題】大規模災害に備えた緊
急時のｴﾈﾙｷﾞｰ対策の推進(6,d) 
【重要課題】水素ｴﾈﾙｷﾞｰ利活用普
及啓発(8,b)

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

１１．エネルギー政策

(62) 節電･緊急時のｴﾈﾙｷﾞｰ
供給
(63) 県内水素ｽﾃｰｼｮﾝ設置･
ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用の体制強化

≪強みで追い風を活かす課題≫ ≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

内部要因（奈良県内部の状況…ヒト・モノ・カネ等の資源や風土等）

外
部
要
因

（
奈
良
県
外
部
の
状
況
…

社
会
情
勢
の
変
化

、
制
度
改
正

、
県
民
ニ
ー

ズ
等

）

1.平成31年3月に策定された｢第3次
奈良県ｴﾈﾙｷﾞｰﾋﾞｼﾞｮﾝ｣に基づく施策
を､庁内､有識者､国､市町村､各種団
体､ｴﾈﾙｷﾞｰ関連事業者と連携して
実行
2.奈良県節電協議会を通じて形成さ
れた産学官の連携により､省ｴﾈ･節
電の推進体制が確立
3.太陽光発電の導入は順調に拡大
し､創ｴﾈ･蓄ｴﾈ･省ｴﾈ設備の導入に
係る個人･事業者への補助実績も増
加
4.豊富な森林資源

＜奈良県への追い風＞

＜奈良県の持っている強み＞
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≪強みで追い風を活かす課題≫

≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

≪強みで向かい風を克服する課題≫

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

家庭･事業所等の自立
分散型ｴﾈﾙｷﾞｰの導入
促進(ﾃｰﾏ(62))

近年の自然災害による影響を踏ま
え､家庭や事業所における自立分
散型ｴﾈﾙｷﾞｰの導入を支援する等､
多様なｴﾈﾙｷﾞｰの利活用を推進す
る取組を実施してきました｡

国のｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ宣言に伴う再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
導入に向けた取組強化を追い風に､県内の
産学官が連携した仕組を活用し､家庭･事業
所等の自立分散型ｴﾈﾙｷﾞｰの導入を促進し
ていきます｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

４．重要課題等に対するこれまでの評価、取組及びそれらを踏まえた今後の取組方針

｢奈良の省ｴﾈ･節電ｽﾀｲ
ﾙ｣の推進(ﾃｰﾏ(62))

奈良県節電協議会を通じて形成さ
れた産学官の連携により､夏･冬の
節電の呼びかけや､｢かしこいｴﾈﾙ
ｷﾞｰの使い方｣表彰事例集の刊行
等､｢奈良の省ｴﾈ･節電ｽﾀｲﾙ｣の普
及･推進の取組を実施しました｡

引き続き､産学官の連携による｢奈良の省ｴ
ﾈ･節電ｽﾀｲﾙ｣の普及啓発に努め､ｴﾈﾙｷﾞｰを
より効率的に使うﾗｲﾌｽﾀｲﾙへの変換を目指
します｡

地域住民が主体となった地域ｺﾐｭﾆ
ﾃｨの活性化につながる再生可能ｴ
ﾈﾙｷﾞｰの導入の取組事例につい
て､令和3年度までに6ｶ所としてき
た目標値を達成しました｡

売電価格の低下､送電網容量の空きの減少
による接続制限等により､今後の大規模な再
生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入拡大は難しい状況で
すが､再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰは地域のｴﾈﾙｷﾞｰ資
源であり､小規模でも地域の人々が共同で取
り組み､絆を深める活動の媒体として価値が
あることから､引き続き､地域ｺﾐｭﾆﾃｨの活性
化につながる再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入に対し
て支援を行っていきます｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

地域ｺﾐｭﾆﾃｨ活性化等に
つながる再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰの導入(ﾃｰﾏ(62))

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

大規模災害に備えた緊
急時のｴﾈﾙｷﾞｰ対策の
推進(ﾃｰﾏ(62))

平成30年の台風21号では県南部
の一部地域で最大1週間程度の停
電が発生する等､緊急時のｴﾈﾙ
ｷﾞｰ確保の重要性について再認識
されたことから､市町村が設置する
小規模な避難所等への電力供給
事業等の補助を実施し､非常用電
源の整備率が50%以上となりまし
た｡

近年多発する地震や台風等の自然災害への
対応として､新たな技術も導入しながら､防災
拠点となる公共施設等における非常用電源
の整備の推進等､緊急時のｴﾈﾙｷﾞｰ対策を進
めていきます｡

水素ｴﾈﾙｷﾞｰ利活用普
及啓発(ﾃｰﾏ(63))

近畿府県では奈良県のみが水素ｽ
ﾃｰｼｮﾝ未設置でしたが､民間事業
者の建設事業に対する支援を実
施し､令和2年度に県内初の水素ｽ
ﾃｰｼｮﾝが設置されました｡

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙを実現する上で､国の水素基
本戦略の見直しが予定されており､今後水素
ｴﾈﾙｷﾞｰの導入が加速する見込みです｡水素
ｽﾃｰｼｮﾝ開設を機に､水素ｴﾈﾙｷﾞｰ利活用の
普及促進に向けた取組を進めます｡
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※は数値が低い方が良くなる指標です。

平成24年度､平成27年度ともに､人権ｲﾍﾞﾝﾄに参
加することで､約9割の人が人権についての考え
方が変化しています｡

Ⅲ 愉しむ「都」をつくる

人権を尊重した社会づくり

１．現状分析

【担当部局等】
文化・教育・くらし創造部

人権侵犯事件の内訳では､令和2年度は､強制
強要や差別待遇に関するものが前年度から増
加､住居･生活の安全関係やﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ侵害に関
するものが前年度より大きく減少しました｡

同和地区の所在地ﾘｽﾄをｲﾝﾀｰﾈｯﾄに掲載するこ
とを人権侵害だと思う人は半数に満たず､他人
の名誉やﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰに対する正しい知識や理解
が不十分な状況です｡

人権の尊重された社会をつくるために､｢学校が
人権教育に積極的に取り組む｣､｢行政が人権
啓発に積極的に取り組む｣､｢相談活動の充実｣
等が重要だと思う県民が多くなっています｡

人権侵害された時の対応について､｢黙って我
慢した｣が平成20年度､平成29年度ともに全体
の40%を占めていることから､相談機関の周知､
信頼度の向上等が課題となっています｡

人権侵犯事件新規救済手続開始件数は､全国
では減少傾向にあり､奈良県でも令和2年は大
きく減少しました｡

21,718 20,999
19,443 19,533 19,063

15,420

9,589

292 304 274 199 292
203 161 0
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人権侵犯事件の状況(法務省)

(年)

奈良県

(件)

全国

(件)
人権侵犯事件新規救済手続開始件数※
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9 

8 

33 

0 10 20 30 40 50 60

その他

学校におけるいじめ

差別待遇

暴行虐待

労働権関係

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ侵害

住居・生活の安全関係

強制強要

R2 R1
人権侵犯事件統計奈良地方法務局分(法務省)

(件)

人権侵犯事件の内訳

3.7 

1.8 

1.2 

1.2 

15.2 

9.8 

24.2 
40.9 

0.9 

0.9 

2.6 

2.6 

12.3 

14.9 

17.5 
45.6 

0.0 20.0 40.0 60.0

その他

訴えた

逃げた

相手に対抗処置をした

相手に直接抗議した

相談した

無視した

黙って我慢した

H29 H20
人権施策課調べ

(%)

人権侵害をされた時の対応

20.3

23.4

35.4

36.7

39.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

人権問題に取り組むNPO等の団

体が活動しやすいように支援する

職場や事業所が人権問題に

積極的に取り組む

人権侵害を受けた人に対する

相談活動を充実する

行政が人権啓発に積極的に

取り組む

学校が人権教育に積極的に

取り組む

平成29年度人権施策課調べ

人権の尊重された社会をつくるために重要だと思うこと

(%)

85.4

47.7

88.7

39.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

参加した結果、人権についての

考え方が変化した人の割合

参加した人の割合

H27 H24
県民Webｱﾝｹｰﾄ

(%)

人権ｲﾍﾞﾝﾄに参加したことによる意識の変化

特に問題だとは思わない
7.1%

よくはないが、とりたてて騒ぐ

ほどの問題ではないと思う
41.5%

人権侵害だ

と思う
47.0%

無回答
4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年度人権施策課調べ

同和地区の所在地ﾘｽﾄをｲﾝﾀｰﾈｯﾄに

掲載することについてどう思うか
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R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

窓口が統合された機関があるため前年度からの
総数に増減ありませんが､新たに1団体の参画を
得ることができました｡

指
標

相談体制を充実させるため､人権問題に取り組む団
体の発掘に努め､相談員の研修会等で｢なら人権相
談ﾈｯﾄﾜｰｸ｣未加入の団体には､ﾈｯﾄﾜｰｸに加入する
よう働きかけを行うなどして､新たに1団体の参画を得
ることができました｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

｢なら人権相談ﾈｯﾄﾜｰｸ｣構成機関数[累計](機関)

基準値

5

117

↗
(機関)

1

進捗率
（傾向）

年目

25.0%120

目標値

(2020)

文化･教育･くらし創造部
人権施策課長
勝井 康晴

坊 人権を尊重した社会づくり

２．各テーマの「目指す姿」達成に向けた進捗状況

CC（チーフコーディネーター）

テーマ 人権を尊重した社会づくり

目指す姿
人権を基本とした人間関係が広く社会に根付く｢人権文
化の創造｣を目指し､人権尊重の視点に立って行政を推
進します｡

主な取組

133,127

2

直近の指標の動き

(2018)
H30年度

116

(2023)
R5年度

(機関)
1

↗116 117 →
0

(機関)

進
捗
状
況

142,659

H29年度
学校における人権
教育の推進

R2年度

117

実績値

相談機関の連携強化が図られ､複数の相談機関
への重複した相談が減少したことにより､｢なら人
権相談ﾈｯﾄﾜｰｸ｣構成機関での相談件数は､14万
件前後で推移しています｡

(2017)

138,769

(2019)

4,682

(2018)

87.4

(2018)

指標の動き関係する指標

(2019)

81.6

(2020)

89.6

2,469

141,863 ↘
▲ 3,890

件

R2年度H30年度

H30年度

R1年度

R1年度
↗
2.7

3,410

90.1

R1年度

(2020)

R2年度

↘
H30年度 ▲ 1,272

人

｢なら人権相談ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ｣構成機関での相談
件数(注)(件)

人権相談体制の充
実

(2020)

県民が参加する人
権啓発活動の推進

｢ｽﾎﾟｰﾂ組織と連携し
た人権啓発事業｣参
加者数(人)

H29年度

R2年度

1,098

(2017)

H29年度
(2017)

ﾎﾟｲﾝﾄ
(注)中央こども家庭相談センター、郡山保健所、難病相談支援ｾﾝﾀｰ及び中和保健所で対応した件数を除く。

人権教育推進体制の
整備率(%)

(2018)

(2019)

ﾎﾟｲﾝﾄ

↗
796
件

↘
▲ 941

人

↘
▲ 8.5
ﾎﾟｲﾝﾄ

▲ 5,642

↘
件

↗
3,584
人

↘
▲ 2.2

116

117 117

120

114

116

118

120

122

H30 R1 R2 R5

（目標）

人権施策課調べ

(年度)

(機関)｢なら人権相談ﾈｯﾄﾜｰｸ｣構成機関数[累計]

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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  ＜奈良県の抱えている弱み＞

＜奈良県への向かい風＞

（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連する向かい風）

h.人権侵害された時の相談等の
機会が少ない
i.同和地区問い合わせ等差別事
象の発生
j.ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上での個人の名誉やﾌﾟ
ﾗｲﾊﾞｼｰの侵害､差別を助長する
表現の書き込みやﾍｲﾄｽﾋﾟｰﾁ等の
人権侵害行為が発生
k.同和地区の所在地ﾘｽﾄをｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄに掲載することを人権侵害だ
と思う人が半数に満たない

l.新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連し
た差別事象が発生
m.新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に伴
い人権ｲﾍﾞﾝﾄ､人権研修の開催方
法の見直し

8.差別意識､男女の固定的な役割分
担意識が現存
9.人権について学習したことが知識
理解にとどまり､日常の具体的な態
度や行動に結びついていない
10.女性や子ども､高齢者､障害のあ
る方への虐待や暴力等､人権に関わ
る多様な課題が顕在化
11. ｢人権のまちづくり｣に関する意識
が希薄(地域ｺﾐｭﾆﾃｨの弱体化)
12.人権侵害に対して｢黙って我慢し
た｣が多く､｢相談した｣が少ないこと
から､相談機関の周知不足､信頼度
の低さ

a.幼児期からの家庭教育の充実
b.行政の関係機関との連携による
施策推進
c.保育所･幼稚園･学校での人権
教育の充実
d.人権ｲﾍﾞﾝﾄに参加することで､多
くの人において人権についての考
え方が変化
e.児童虐待､学校におけるいじめ
や体罰等に関するﾏｽｺﾐ報道によ
る人権問題に対する関心の高ま
り
f.ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動やNPO等の団体に
よる活動の活発化
g.｢SDGs(持続可能な開発目標)｣
に対する関心の広がり

３．次年度に向けた課題の明確化

≪強みで向かい風を克服する課題≫

【重要課題】人権が尊重された社会
の実現のために県民が求める施策
(人権教育､人権啓発､相談･支援)の
充実(1,2,3,4,7,h,l,m) 
･充実したﾈｯﾄﾜｰｸを活用した様々な
人権課題の解決(1,2,5,6,h,i,j,l) 
･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上の差別書き込みに対す
る啓発･教育､削除要請(1,2,3,7,j,k,l)

【重要課題】学習したとおりの表現だ
けでなく､人権を自分の言葉で考え
ることのできる教育･啓発の実施
(8,9,i,j) 
･実効性のある人権救済に関する法
制度やﾍｲﾄｽﾋﾟｰﾁ対策等人権救済制
度の確立に向けた要望活動の実施
(8,9,i,j) 
･より効果的な情報媒体等を活用し
た啓発活動の展開(8,9,10,12,h,l,m)

【重要課題】｢奈良県人権施策に関
する基本計画｣の改定(令和2年3月)
や｢部落差別の解消の推進に関す
る条例｣の制定を踏まえ､全庁的に
人権施策を一層推進するとともに､
国･市町村､関係機関･団体等との連
携による取組を強化(1,2,3,4,7,b,f,g) 
･様々な情報媒体を使った人権啓発
ｲﾍﾞﾝﾄ等の周知と､人権啓発ｲﾍﾞﾝﾄ等
への主体的な参加意欲を高めるた
めの創意工夫(1,2,3,4,d,g) 
･人権に関する指導者の養成と活用
(1,2,3,7,c,d,f,g) 
･人権の歴史といった普遍的な視点
からの学習や､同和問題等の個別的
課題の解決をめざす人権教育･啓発
(1,2,3,c,g)

【重要課題】知的理解だけでなく､日
常の具体的な態度･行動が結びつく
ような実践的教育･啓発(家庭､地
域､学校が一体となった展開)の充
実(8,9,a,b,c,f,g) 
･人権相談機関の充実･連携､県民
への相談機関の情報提供(12,b,e,f,g) 
･人権侵害を受けた人への必要な支
援(11,12,b,e,f,g) 
･多様化する人権侵害事象の情報と
課題の共有化による効果的施策の
推進(9,10,b,e,g)

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

人権を尊重した社会づくり

人権を尊重した社会づくり

≪強みで追い風を活かす課題≫ ≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

内部要因（奈良県内部の状況…ヒト・モノ・カネ等の資源や風土等）

外
部
要
因

（
奈
良
県
外
部
の
状
況
…

社
会
情
勢
の
変
化

、
制
度
改
正

、
県
民
ニ
ー

ズ
等

）

1.平成31年3月に｢部落差別の解消
の推進に関する条例｣を制定
2. 令和2年3月に｢奈良県人権施策
に関する基本計画｣を改定
3.県人権教育推進協議会､市町村人
権･同和問題啓発活動推進本部連
絡協議会等による全県的な教育･啓
発活動の取組
4. 国､県､市町村が連携した人権啓
発ｲﾍﾞﾝﾄ等の取組
5. ｴｾ同和高額図書お断り110番ﾈｯﾄ
ﾜｰｸ(構成機関:29機関)によるｴｾ同
和行為根絶の取組
6. なら人権相談ﾈｯﾄﾜｰｸ(構成機関:
奈良地方法務局､市町村等117機関)
による相談･支援の効果的な取組
7.人権条例､人権施策に関する基本
計画､人権教育の推進についての基
本方針を整備

＜奈良県への追い風＞

＜奈良県の持っている強み＞
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≪強みで追い風を活かす課題≫

≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

≪強みで向かい風を克服する課題≫

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大防止の
対策を行い､人権ﾒｯｾｰｼﾞの募集･
作品集の配布や人権啓発ﾎﾟｽﾀｰ･
標語の募集･展示､県､国､団体と連
携して人権にかかる講演会､ｽﾎﾟｰ
ﾂ団体と連携した人権啓発のｲﾍﾞﾝﾄ
開催など､様々な人権啓発を行い
ました｡

人権について学習したことが日常の具体的
な態度や行動に結びつくようにするため､参
加型の手法を取り入れた学習資料･研修資
料の活用と､家庭､地域､学校が連携する場
の充実により一層努めます｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

学習したとおりの表現だ
けでなく､人権を自分の
言葉で考えることのでき
る教育･啓発の実施

｢奈良県人権施策に関
する基本計画｣の改定
(令和2年3月)や｢部落差
別の解消の推進に関す
る条例｣の制定を踏ま
え､全庁的に人権施策を
一層推進するとともに､
国･市町村､関係機関･団
体等との連携による取
組を強化

人権施策を推進する体制の充実･
強化のため人権施策協議会及び
専門部会を開催しました｡また､国･
県･奈良県人権擁護委員連合会で
構成する｢奈良県人権啓発活動ﾈｯ
ﾄﾜｰｸ協議会｣や､県内全市町村が
加盟する｢市町村人権･同和問題
啓発活動推進本部連絡協議会｣と
連携･協働し､全県的な人権啓発活
動の展開しました｡ほか､行政職員
等に対して人権に関する指導者の
養成を行いました｡

引き続き､人権施策の推進のため､｢奈良県
人権施策に関する基本計画｣に基づき､人権
問題の解決に向けた取組を推進します｡また
国､市町村､関係機関･団体等と連携･協働し､
全県的な啓発活動を展開するほか､これから
の時代のための人権指導者の養成を行いま
す｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

４．重要課題等に対するこれまでの評価、取組及びそれらを踏まえた今後の取組方針

人権が尊重された社会
の実現のために県民が
求める施策(人権教育､
人権啓発､相談･支援)の
充実

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大防止の
対策を行い､人権啓発に係る展示
や県､国､団体と連携して人権に係
る講演会を実施して県民の人権意
識向上を図るとともに相談員に対
する研修を実施し､相談窓口の充
実に努めました｡また､新型ｺﾛﾅｳｲ
ﾙｽ感染症に関連して発生している
差別事象に対して､相談窓口での
対応や広報誌､啓発ﾎﾟｽﾀｰ､SNSな
どで人権への配慮について発信を
しました｡

既存の人権ｲﾍﾞﾝﾄ等に新たな人権課題に対
応する啓発等の内容を盛り込むほか､相談機
関相互の連携強化や相談員の資質向上な
ど､相談体制の充実を図ることにより､一人ひ
とりが人権意識を高め､人権問題の本質を正
しく理解することにより差別をなくす意欲と実
践力が高められるよう｢人権教育｣｢人権啓
発｣｢相談･支援｣を充実させる取組を進めま
す｡

県民の人権意識向上につなげるた
め､人権相談員研修の実施や指導
者の講習会を開催しました｡また､
人権ﾒｯｾｰｼﾞの募集･作品集の配
布､人権啓発ﾎﾟｽﾀｰ･標語の募集･
展示､県､国､団体と連携した講演
会､ｽﾎﾟｰﾂ団体と連携したｲﾍﾞﾝﾄの
開催など様々な人権啓発の展開
を､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大防止
の対策を行いながら実施しました｡

様々な学習資料等の活用や人権ｲﾍﾞﾝﾄなど
を通して､人権の内容や意義についての理解
と人権感覚の育成を図り､自他の人権を大切
にしようという意欲や態度を向上させるととも
に､県民自らが積極的に学習に取り組むこと
ができるよう学習機会を提供するなど教育･
啓発の強化を図っていきます｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

知的理解だけでなく､日
常の具体的な態度･行
動が結びつくような実践
的教育･啓発(家庭､地
域､学校が一体となった
展開)の充実
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